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第4章 10年 間の情 報通信のあゆみ

昭和60年 は、電気通信事業法 、 日本電信電話株式会社法等 の施行 に よる新 電気通信制度の発足

及び郵政省 の地域情報化施策 として、 テレ トピア計 画が開始 され るな ど、情報 通信政 策 に関 し、

大 きな転機 となった年で あ る。以降、10年 にわた り、我が国 におけ る情報 通信 は、社会経済の様

々な側面 において 多様化 ・高度化 し、著 しい進 展 を見 せ ている。

そこで、本 節で は、我 が国の これ まで10年 間 におけ る情報 通信利用 の進 展の推 移 とその効果 を、

情報通信サ ー ビスの利用者の側 及 び提供者 の側 の両面 か ら概観 ・分析 す る。

1家 庭の情報化

ここで は、過去10年 間の家庭 の情報 化の進 展状況 を、指標 等 に よ り概観 す る とともに、各種1青

報通信サ ー ビス ・機器 の、家庭生活 にお け る普 及及び利 用の進 展 につ いて、7年1月 に郵政省が

委託調査 を通 じて行 った2つ の事例 の取材結果 に基づ き紹介す る。

第1-4-1-1図 家庭 の情報化指標

180

160

140

【20

】(lo

80

短上

fli召不060f卜;[00,

/

./
。/

　む　まヒイ　 ヨ　

/
巳186.0

./

情報支出指標

1諏

。L.一___ _⊥_一
59fl6{}616ユ63ノ し

郵 政 省 の 委 託 調 査 に よ り作 成

客45

一130



第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

(1)デ ータにみ る家庭 の情 報化

ア 家庭 の情 報化指標 の動向

我が国の家庭 にお け る情報 化の進 展 を、情 報の入手 ア段 の多様化、情 報を入 手す るために支出

した費用及び各種 情報通信 メデ ィアか らの情 報提 供の3つ の側lrliかじ,、 それぞれ情 撮装備指標、

情報支出指標及 び情報 入手 ・∫能i生指標 として とらえた ものが、 第1-4-1-1図 であ る(付 表

5参 照)。

情報装備指標 は、家庭 にお ける情報 入手手段の 多様化 の推 移を表す ものであ り、情 報通信機器

の保有数 と情報通信 ネ ッ トワー クへの加 入率 によ り橘成 されて い る。昭 和60年 を100と した5年

の指数は、対前年比で6.1ポ イン ト増加 し、186.0と なって いる。 これは、i三として情 撮通信機 器

の保有数の増 加が要 因 となってい る。

情報支 出指標 は、家計消 費支 出 にお ける情報通信関連支 出の推移 を表す もので あ り、情報 通信

機器の購入、情報 通信 ネ ッ トワー クへ の加入 ・継続及び情報 ソフ トウェアの購 入 に係 る名 目支 出

を、品 目ご との消費一者物価指数で実質化 し指標 化 した もので あ る。昭和60年 を100と した5年 の指

数は、対前年比で5.7ポ イン ト増 加 し、124.8と なってい る。 これは、 豆として情報通信機 器の購

入に係 る実質支 出の増 加が要 因 となってい る。

情報入手可能 性指標 は、家庭 にお いて入手可能 な情報量 の推移 を表す もので あ り、 テ レビジ ョ

ン、 ラジオ、パ ッケー ジ系 メデ ィア(音 声系 ・映 像系 ソフ ト)、新聞及 び書籍 ・雑誌 か らの提供情

報量 によ り構 成 され てい る。昭和60年 を100と した5年 の指 数 は、対前年比で3.2ポ イン ト増加 し、

131.6と なって いる。これは、主 としてパ ッケー ジ系 メデ ィアか らの提供情報量 の増加 が要因 とな

っている。

イ 家庭の情 報化に関す る日米比較

我が国 と米国 との問で、家庭 を対象 とした統計デー タを用 い、比較 可能 な項 目によ り情報化 に

関す る比較 を行 ったのが、第1-4-1-2図 で あ る。

昭和60年 度 と5年 度 にお け る、米国 を100と した我が国の指 数 をみ る と、電話 の普 及率 は、昭和

60年 度は86.9で あ るの に対 し、5年 度 は98.0と ほぼ同率 まで上が ってい る。また、パ ソコンの普

及率は、同73.1か ら同39.7へ と低 下 し、VTRの 普及率 は、同186.1か ら90.6へ と低下 してい るが、

これは米国 にお けるそれぞれの普 及率 が著 し く高 まった こ とによ るもの と推測 され る。

一方
、電話通信料及 び郵便料 の各支 出 につ いてみ る と、5年 度 は それぞれ101.5、89.3と ヒ昇 し

ているが、 これは支 出額 を換算 す る為替 レー トの変動 に よる もの と推 測 され る。

(2)家 庭 における情報通信利用の動向

ここで は、10年 間の家庭 にお け る情報通信利用の動向 につ いて、具体的 に、 かつ分か りやす く

紹介す るため、先進的 な2例 を取 り上 げ る。
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一 第4章10年 間の盾報通信のあゆみ

第1-4-1-2図 家庭の情報化に関する日米比較(米 国を100と した我が国の指数)
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郵政 省 資 料 、 「家 計 消 費 の 動 向 」(経 済 企 画 庁)、 「家 計 調 査 年 報 」(総 務 庁)、 米 国EIA資 料 、
「ConsumerExpenditureSurvey](米 国 労 働 省)等 に よ り作 成

(注)1.パ ソ コ ン普 及 率 に つ いて の み 、昭 和61年 度 末 の デ ー タで あ る。

(注)2.支 出 額(電 話 通 信 料 及 び 郵 便 料)の 比 較 に あ た っ て は 、 そ れ ぞ れ 年 平 均 の 為 替 レー ト

(昭和60年:238.05円/ド ル 、5年:11!.06円/ド ル)に よ り換 算 。

アAさ ん宅(千 葉県市川市)の 事例

Aさ ん(38歳)が 住んで いる千葉県 市川市 は、江戸川 をは さんで 東京都 東部 に隣接 す る人 口約

43万4千 人の都 市で あ る。 自宅周辺 は、都心 まで電車で約1時 間の場所 で、都心 に通 勤す るサラ

リーマ ンの家庭 が多 く移 り住 んで きてお り、 ここ10年 の間 に住 宅、 アパー ト等 が建 ち並 んだ。

Aさ ん は、昭和58年 に東京都江戸川 区か ら現住所へ転居す る とともに、 それ まで勤 めていた都

内の企業 を退職 し、 コンビニエ ンスス トアの経営等 を始 めた。 同居 家族 は、妻(34歳)、 長男(13

歳)、 長女(12歳)、 次女(10歳)及 び三女(4歳)の5人 で あ る。

(ア)情 報通信 サー ビス及び機器 の購入及 び利 用

Aさ ん宅 にお け る情報 通信サー ビス ・機器 の利 用状 況 は、第1-4-1-3表 の とお りである。

昭和60年 頃、Aさ ん は、 自宅 の回転ダ イヤル式 の電話 機を、ボ タン式 の多機 能電話 機 に換 える

とともに、電話回線 をプ ッシュ回線 に切 り換 えた。 当時 は次女 が生 まれたばか りで あ り、実家 と

の電話 に よるや りとりな ど も多か ったた め、多機 能電話機 の短縮ダ イヤル機i能等 に よって電話の

操 作 は楽 になった。

家族 はあ ま り長電話 をす る方で はないが、4年 には、費用 も安 くいざ とい う ときに便利 である

とい うこ とで、通話 中着信サー ビス(キ ャ ッチホ ン)を 契約 した。

6年 には、 コー ドレス電言刮幾を購 入 した ほか、 ファクシ ミリを店 舗の業務用 に設置 した。 ファ

クシ ミリで は、時折、友 人に家 の地図等 を送 るこ ともあ る。

また、Aさ ん は、友 人が 中国 に滞在 してお り、妻 の兄 も英国(ロ ン ドン)に い るこ とか ら、国

際電話 を利用 してい る。初 めて国際電話 をか けた頃 は、時差 の確認 な ど もあ り緊張 したが、 国内
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第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

の電話 と同様 、明瞭 に相手 と会 話がで き、料金 も思 いの ほか安 い こ とが わか り、気軽 にダ イヤル

で きるようになった.現 在 は1か 月に1回 程 度利 用 している。

3年 に、Aさ んは損害保険会社 の代理業務 を始 め、近郊 の家庭等 の訪 問 を行 うよ うになった こ

とか ら、 自宅や店舗 との連絡 をスムーズ にす るため、無線呼 出 しに加入 した、Aさ んは この無線

呼出 しを、家族か らの呼 出 しに も活 用 して いる。

一方、6年10月 に、Aさ んは携帯電話への加入の勧誘 を受 け、契約 を結 んだ が、現在、 自宅で

は利用で きない。これは、自宅付近 にあ る大 きなマ ンシ ョンの影響 か と思 われ るため、Aさ ん は、

電波障害の解決 を望 んで いる。

Aさ んの住 む市川 市 は、 テレビジ ョン放送 につ いては、NHKの ほかすべ ての在京 キー局 に加

え、千葉県 内をエ リア とす るUHFテ レビジ ョン放送 が視聴で き、過去10年 間のチャンネル数の

変化 はない。 ラジオ放送 については、在 京AM・FM放 送 ともに聴取で きる。 この うちFM放 送

は、元年 に開局 した千葉県 をエ リア とす る民間放送1社 が聴取で きるほか、埼玉県及 び神奈川県

にて開局 した民間放送 もほぼ聴取可能であ る。

Aさ ん宅周辺で は、近所 のマン ションの影響で受信障害があ るた め、同マ ンションの屋上 に立

て られた共聴 アンテナによ りテレビジ ョン放送 を受信 してい る。昭和60年 頃 は、Aさ ん宅の テレ

ビは1台 だったが、かねてか ら自宅の 中の いろいろな場所 で、テレビジ ョン放送 と接 していた い

と思 っていたAさ んは、現在 は居間、寝室及び食堂 にそれぞれ1台 ずつ テ レビを置 いてい る。

また、2年 には、イタ リアで 開催 された ワール ドカ ップ ・サ ッカーの番組 を見 たい とい う妻 の

第1-4-1-3表Aさ ん宅における情報通信サービス ・機器の利用開始時期

時期i

利用サー ビス等

昭和59年 以前 60年 61年 62年 63年

一 τ 一 一一 「 一

元年 2年 3年

1

4年

1

5年 6年

家庭の暮 ら し

58年 に東京都
江戸川区から

転居

●次女誕生

● コンヒ
開始

二経営 を

●長男幼稚園入園

●長男小学校入学

●W杯 サ ノ
(イタリア♪

●三女誕隼

カー

●長男中学校受験

1電 話
●一般の黒電話 `1回 線)

●高鰹 言購入

●通話中着信
サーヒス

〔キ ャノ:チホン}
1

●ブ ノンユホン利用開始

●コー トレス電話機購入

●携帯電話加入

1フ ァ ク シ ミ リ :

:

●購入

無線呼出 し ●加入 :

テ レヒ ・ヒテ オ
●テレヒ1台

>TR2台

●ヒデオカメラ購入 ●テレヒを2台
購入

:

:

:

衛星放送 ●̀
衛星放送利用開始

1

その他 …
:

●ワープロ購入
…

郵政省の委託調査 により作成
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幽 第4草10年 間の1青報通信 のあゆ み

希望 もきっか け として、衛星 放送 に加 入 した。 この ような中、Aさ ん は、市川市 内で4年 か ら提

供 されて いる都市型 ケーブル テレビにつ いて も知 り、番組 の メニ ューの豊富 さ及 び地域 の情報を

得 られ る魅 力か ら、現在、加入 を検討 してい る。

このほか、Aさ んは10年 以上前 か らビデ オテープ レコーダ を2台 利 用 してお り、昭和6!年 には、

長男 の幼稚 園の運動会 を きっか けに、 ビデ オカメ ラを購 入 してい る。

(イ)情 報通信利 用の今後 に関する展望

今後Aさ ん は、仕事 や家庭 の いろいろな情報の管理 を してい くため に、パ ソコンを購入 ・利用

したい と考 えてい る。現在、店舗 に設置 してい るファクシ ミリの利用頻度 が増 えてお り、Aさ ん

自身 もファクシ ミリの利便i生を感 じてい る。機 器の低 価格化 も進 んで い るた め、Aさ ん は、今後

ファクシ ミリの普 及が、一般家庭 にお いて も進 んで い くだ ろ う と感 じてい る。

また、Aさ ん は、家庭 にお ける情報通信サー ビ スや機器 の普 及 は、利用頻度 と価格 のバ ランス、

子供 の成 長 な どの ライフサ イクルの変化等 によって進 展 してい くもの と考 えてい る。

一 方
、放送サー ビスにつ いて、Aさ んは衛星 放送 が無料で視聴で きないか と言 いつつ も、現実

は有料で もよいので、有意義 な番組 、特 に子 どもの教育 やモ ラル、心 の豊か さ といった観点 に気

遣 った番組 を選択 で きるこ とを希望 してい る。

イBさ ん宅(福 岡県春 日市)の 事例

Bさ ん(48歳)が 住んで い る福 岡県春 日市 は、福岡市 の南部 に隣接 す る、 人 口約9万4千 人の

都市であ る。福 岡市の中心部 まで 電車で約20分 で あ るこ とか ら、福 岡市 内への通勤者 も多い。

福 岡市内の電機 メーカー に勤 め るBさ ん は、約20年 前 か ら現住所 に住 んで い るが、丘陵地であ

る自宅周辺は、Bさ んが住み は じめた頃はほ とん ど家が なかった、 しか し、・ここ10年 間 に宅地の

造成 が進 み、景観 は大 き く様変 わ りしている。

同居家族 は、妻(48歳)及 び大学生で あ る長男(19歳)の2人 で あ る。妻 は服飾 デザ イン関イ系

の仕事 を してお り、 自宅の1階 に店舗 を開 いて い る。

(ア)情 報通信 サー ビス及 び機器の購入及び利用

Bさ ん宅 にお け る情報通信サ ー ビス ・機 器 の利用状 況 は、第1-4-1-4表 の とお りであ る。

昭和60年 頃・Bさ んは 自宅 の回転ダ イヤル式 の電話機 をプ ッシュホ ンに切 り換 え、 その後 昭

和63年 に コー ドレス電話機 を購 入 した。

元年 に自宅の一部 を妻 の仕事(店 舗)用 に改修 した際 電話回線 を!本 増 設 し、 電話機 と兼用

の多機能 タイプの家庭用 ファク シ ミリを設置 した。 フ ァク シ ミリは、元 々店 舗用 に設置 した もの

で あ るが・Bさ んが・ ゴル フコンペの案 内状 を送信 した り、長男が、 ファクシ ミリに よる情報提

供サー ビスを用 いてパ ソコンの カタログ等 を入手す るな ど、電話 に よる会話 だ けで は要領 を得 な

い こ とな どで よ く用 いてい る。
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第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向■一

第1-4-1-4表Bさ ん宅における情報通信サービス ・機器の利用開始時期

系 期　　

利用サ.,奪 ＼

一 一
昭和59年 以前 60年

一 一一一 一

61年

一一'一 一一一1-一 「 可

62年 63年 元年 2年 3年 4年

]一 一1

5年 6年

F

家庭 の暮 らし

●50年 に
現住所に転居

●51年 に
長男誕生

●長男中学校
入学

●自宅 藤 修、
妻か店 を始める

●長男高校
入学

●長男大字受験

卜

電 話

●回転 タイヤル式
電話機

●プ ノシコホン
利用開始

●コー トレ
電話機購臥

ス

●多機純 話糊猷
1

●回線増設

ファ ク シ ミ リ
1

●購入

1

無線呼出し
●加入

テ レ ビ ・ヒテ オ
●テレヒ1台

VTR1台

●テレヒ2台 目購入

●VTR 2台 目購入

●テレヒ3台 目購入
●テレヒ

●VTR

4台 目購入

3台 目購入

衛星放送
●衛星放送
利用剛 台

そ の他1

●ハノコノ購入
●ハノコノ通信
利用開始

一 一 一

郵政省の委託調査によ り作成

このほか、Bさ ん は3年 に無線 呼出 しに加 入 したが、 これは専 ら妻 が携 帯 してお り、仕事用 と

家庭の連絡 用 に半 々程度使 ってい る。 なお、Bさ んは勤 め先か ら携帯 電話 を貸与 されてい るが、

家庭 との連絡 には利用 していない。

Bさ んの長男 は、趣 味の 自動車 レー ス観戦 に関す る情報 が得 られ るこ とか ら、か ねてか らパ ソ

コン通信 に関心 を持 っていた。Bさ ん 自身が、6年3月 に仕事上 の 目的で購 入 したパ ソコンは、

長男が通信 モデムの中古品 を安 く手 に入 れ、6年4月 に大 手パ ソコン通信サ ー ビスに加入 して以

来、 ほぼ毎 日、長男のパ ソ コン通信用 に占有 されてい る。 長男 に とってパ ソコン通信 は、 自分 の

趣味や好み に合 った情報 が得 られ るのが魅 力で あ り、1日 平均6分 程 度利 用 してい る。

また長男 は、友人 との問で パ ソコン用 ソフ トウェア等 のや りとりもす るこ とが あ り、 その際、

先方へ確実 に配達 された こ とを知 らせ る配達済 通知 を受 け られ る郵便小 包を利用 してい る。

Bさ んの住 む春 日市 は、テ レビジ ョン放送 につ いては、NHKの ほか、昭和60年 頃 には既 に開

局 していた民間放送4社 の放送が視聴で きた。 その後、3年 にさ らに民間放送1社 が開局 した こ

とによ り、在京 キー局の系列の番組 はすべ て視聴で きるようになってい る。FM放 送 については、

5年 に民間放送 が1社 開局 し、NHKの ほか、民間放送2社 が聴取で1きるよ うになってい る。な

お、春 日市で は都 市型 ケーブル テレビは開局 していない。

Bさ ん宅で は、昭和61年 に、それ まで1台 だ った テレビに加 え、26イ ンチの テレビを買い増 し、

元年及 び4年 には相次 いでダ イニング ・ルー ム用及び寝室用 に1台 ず つ買 い増 し、これにBさ ん

がゴル フ コンペの賞品で もらった小型 の液 晶テ レビを合 わせ、現在、5台 の テ レビを置 いて いる。
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

また、Bさ ん は、元年 に衛星放送が開始 され る とともに加入 した、 当初 は、仕事 に関係 す る情

報 が得 られ るこ とか ら視聴 を始 めたが、現在 は、主 にスポー ツ及 び映 画 を視聴 して い る。 このほ

か、Bさ ん及びBさ んの長男 は、就寝前 にラジオ放送 をよ く聴 いてお り、Bさ ん はAM放 送 のニ

ユー ス番組 を、長男 はFM放 送の音楽番組 をそれぞれ好 んで聴 いて い る。

(イ)情 報通信利用の今 後 に関す る展望

Bさ ん は、情報通信サー ビス ・機器 の進歩及 び普及 に よって、10年 前 に比べ、生活 は便利 にな

っ て きてい ると感 じてい る。

しか し、 同時 にBさ ん は、例 えば機器類 の取 扱方法 が複雑で、つ いてい けない といった問題 も

感 じて いる。長男の ような若者世代 は、比較 的順応性 が高 いた め、現在 は心配 ないだ ろ うが、今

後、社会 の高齢化 が進 む につれ、新 たな情報 通信 サー ビス ・機器 は、誰で も簡単 に取 り扱 えるも

ので な ければ、 なか なか家庭 には普及 しないので はな いか とBさ んは考 えてい る。

勤 め先企業 の本社 があ る東京へ よ く出張す るBさ んは、福 岡市 及び同市周辺地 域 と東京 との、

情報 の質 ・量 にお ける格差 はあ ま り感 じて いない と言 う。情報 通信 は、10年 前 に比べ て一層発達

し、身近 になってい るが、 この傾向は今後 も続 くだ ろ う と考 えてい る。

また、Bさ んの生活圏で あ る九州北部 は、地理的 に、韓国、 中国等 に近 く、歴 史的 に も、 これ

らの国々 との交流が深 い地域 だが、Bさ ん 自身 も、最近 、主 にアジアの国 々か ら来 た外国人が増

え、外国語の案内板、国際通 話兼用 カー ド公衆 電話等 も多 く見 か け るよ うになった との実感があ

る。Bさ んは、今後 ます ます国際交流 の機会 が増大 す る中で、 国際通信 の果 たす役割 も一層重要

になってい くだ ろ う と考 えてい る。

2産 業の 情報 化

産業分 野 においては、各企業 等が業務 の迅速化 ・省 力化 を図 る とともに、高度化 ・多様化する

消費者 のニーズへの対応、社 内外 の情報 の有効活用や共有化 に よる競争 力強化 等 を 目的 として、

情報通信 の利用 を積極 的 に進 めている。

ここで は、我 が国の情報化 の推移 を諸外国の状 況 との比較 を交 えて分析 す る とともに
、企業に

おけ る情報 通信利 用の動 向 を、 その導入効果 の定量 的分析 を交 えて、事例 を紹介 しなが ら概観す

る。

(1)我 が 国及び各国の情報化の動向

我 が国 と各国の情報化の進 展度 を第1-4-1-5表 のデータ項 目を利 用 して上ヒ鮫 ・分析 する

(付表6参 照)。
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第1節 ユーザー側からみた情報通信の進展の動向一

第1-4-1-5表 情 報化の推移データ項 目

項 目名 内容 単位

内国郵便物数

事務用一般加入電話数

無線呼 出 し加入者数

携帯 ・自動車電話加入者数
ISDN回 線数

ファクシ ミリ設置台数

パ ソコ ン設置台数

デー タベース実数

情報サ ー ビス産業従事者数

広告費

国際通信収入

国際郵便物数

国内通信収入

内国郵便物数/就 業者数
事務用一般加入電話数/就 業者数

無線呼出 し加入者数/就 業者数
携帯電話加入者数/就 業者数
ISDN回 線数/就 業者数
ファクシミリ設置台数/就 業者数
パソコン設置台数/就 業者数

データベース実数/就 業者数

情報サービス産業従事者数/就 業者数
広告費(名 目)/GDP(名 目)

国際通信収入(名 目)/GDP(名 目)
国際郵便物数/就 業者数
国内通信収入(名 目)/GDP(名 目)

通/人

契約/万 人

契約/万 人
契約/万 人
回線/万 人

台/万 人
台/万 人
件/万 人
%

%
%

通/人
%

第1-4-1-6図 及 び第1-4-1-7図 は、我 が国、米国及 び英 国の昭和60年 度 及び4年

度 における情報 化の状況 を、それ ぞれの年度の米 国の数値 を100と して、指数化 して示 した もので

あ る。昭和60年 度 においては、「ファクシ ミリ設置 台数」以外の点で は、我 が国の状況 は米 国 に比

べ遅れてお り、特 に 「パ ソコン設置台数」につ いては、米 国の約4分 の1と い う状況 になってい

る。平成4年 度 にお いては、 「ISDN回 線数」及 び 「情報 サー ビス産業従事者 」にお いて、米 国

を上 回って いるが、 「パ ソコン設置 台数」につ いては、依然 その差が縮 まっていない。英国で は、

「国際通信収入」及 び 「国際郵便物数」の国際化関連 の項 目が我が国及 び米 国 に比べ て極 めて高

いこ とが特徴 となってい る。

第1-4-1-6図 昭和60年 における国際比較

内国郵便物数

国際 郵便物数

英 国:274

国際通信収 入

英 国:750

情報サービス産業従事者数

パソコン設置台数

携帯 ・自動車電話加入者数

一 米国

・-…日本

一 英国
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第1-4-1-7図4年 における国際比較

内国郵便物数

国際郵便物数

英国:358

国際通信収入

英国:508

情報サービス産業従事者数

評

ミ

z

データベース実L'

第1-4-1-8図 及 び第1-4-1-9図 は、我 が国 と米 国の昭和60年 度 か ら4年 度 までの

情報 化の推 移 を昭和60年 度 を100と して指 数化 した もので あ る。我 が国 において は、「携 帯 ・自動

車電話加入者数」及 び 「無線 呼出 し加入者数」の移動通信系サ ー ビス、 「ISDN回 線数」のデジ

タルサー ビス及び 「ファクシ ミリ設置台数」が大 き く伸 び る とともに、 晴 報サ ー ビス産業従事者」

も堅調 に伸 びてい る。米 国 においては、 「携 帯 ・自動車 電話加 入者 数」、 「ファクシ ミリ設置台数」

が顕著 に伸 びて い るが、 「無線呼 出 し加入者 数」の伸 びは 「携帯 ・自動 車電話加 入者 数」に比較し

て小 さい。 また、我 が国、米国 とも 「事務 用一般 電話加 入者数」 及び 「内国郵 便物数 」の伸びは

他の項 目に比べ小 さい。

郵
携帯 ・自動車電話加入者数

、

ア 評ISDN回 線数
英国:231

ファクシミリ設置台数 一 米国
一 日本

パソコン設置台数 一 英国

第1-4-1-8図 我が国における情報化の推移

内国郵便物数

一138

情報サービス産業従事者数

データベース実数

携帯 ・自動 車電 話加 入者数

2年:1,400

4年:2,761

1SDN回 線 数

2年 二2,280

4年:13,089

-6〔}年

63年

一2年

4年



第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

第1-4-1-9図 米国における情報化の推移

内国郵便物数

携帯 ・自動車 電話加 入者 数

63年:7862年:2,161

4年:4,371

1SDN回 線数

1
-60年

情報サービス産業従事者数 プアクシミリ設置台数_63年

一2年

4年:5834年デ
ータベース実数 パ ソコン設置台数

次 に各デー タ項 目ご との主 な国の推 移 につ いて、特徴 的 な もの を選 んで概観す る。

「携帯 ・自動車 電話加入者数」 につ いて は、米国の伸 びが顕著で あ り、 シンガポール も通話料

金の低廉化や地 下鉄 や構 内で も利 用で きるな どの高 い品質 によ り、急激 に増加 してい る。英 国 も

13年 以降、米国、 シンガポール に逆転 されているが高 い水準 にあ る(第1-4-1-10図 参照)。

第1-4-1-10図 携帯 ・自動車電話加入者数の推移

契 約/万 人800

700
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400

300

200

100

0

60年61年 62年

轍 脚 噛 日 本

・… 一一一米 国

… 英 国

フ ラ ン ス

シンカ"ホ。一ル

63年 元年 2年3年4年

「無線呼 出 し加入者数」 につ いては
、 シンガ'ポールの伸 びが顕著で あ り普及度が極 めて高 い。

これは低廉 な料金 設定 による もの と思 われ る。我 が国は米 国 に続 いてお り堅調 に推 移 してい る。

寒国及び フランスで は、伸 び率が低 くなってい る(第1-4-1-11図 参照)。
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一 第4章10年 間の晴報通信のあゆみ

第1-4-1-11図 無線呼出し加入者数の推移

契 約/万 人3
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㎝ ㎜ 鋤 日 本

一蝋一一 米 国

8卿 ・ 英 国

シンカ"ホ。一ル

「ISDN回 線 数 」 につ いて は
、 フ ラン スが サ ー ビ ス開始4年 目の2年 度 に フ ラン ス全土 をヵ

バ ー し、積 極 展 開 を図 っ た こ と もあ り、3年 度 以 降伸 びが特 に顕 著 で あ り、 急 速 な進 展 を うかが

わせ る(第1-4-1-12図 参 照)。

160
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63年

第1-4-1-12図

回線/万 人

lSDN回 線数の推移

元年 2年 3年 4年

職 ㎜ 卿 日本

一一一一米 国

鴨 騨 一 英 国

「パ ソコン設置 台数」 につ いては、米 国 は高 い水準で伸 長 してお り、英 国及 びフランスよりも

普 及が遅 れ ている我 が国 との差が拡大 してい る状況 にあ る(第1-4-1-13図 参照) 。

(2)企 業 における情報通信利用の動向

ここで は・郵政省 の委託調査 に よ り実施 した企業 の情報通信 の利 用動向調査 の ヒア リング結果

に基づ き・業務 やサー ビスの高度化 ●効率化 を図 るた めに、 テレビ会議 システム、移動通信 衛

星通信・電子 メール・EDIを 導入 してい る企業の事例 を、定量的分析 を交 えて紹介 し概 観する。
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第1-4-1-13図 パ ソコン設置台数の推移
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ア テ レビ会議 システム

企業 において、 各地 か ら集合 して行 う会議 や社内研修 を代替 す る手段 として、 テレビ会議 を利

用す るケー スが増加 してい る。

テレビ会議 システムは、遠隔地 の間をISDN回 線 や衛星通信回線、専用線等で結 び、音声 と

映像 を伝送 して、遠隔地 にお ける会議 を支援 す るシステムで、主 に、 ビデオカ メラ、モニター、

マイク、操作卓、書画 カメラ、 コーデ ック(画 像符号化及 び復号化装置)等 で構成 され る。

動画の大量 のデー タを効率的 に圧縮 して伝送 す るための画像符号化技 術 として、1990年12月 に

国際標準勧告H.261が 勧告化 された こ とを受 けて、各 メーカー によ る同標準規格 を採用 した製品

の開発が進 み、異 な るメーカー間の相互接続 が可能 とな り、利用者の利便性 が高 まるこ ととなっ

た。 また、従来 、据 え置 き型が 中心だった テレビ会議 システムに小型の可搬型 の システム も登場

し、価格 も大幅 に低下 した こ と、ISDN回 線網 の普及等の要素が加 わ り、 テ レビ会議 の利 用 は

眩大 して きてい る。

(テレビ会議の利用事例)

テレビ会議 システムが利 用 されて いるのは、主 に複数の拠 点か ら出席者 が集 まる会議 や研修 の

轡 等で あ るが、顧客 との問 をテレビ会議で結んで打 合せ を行った り、海外 の 自社の生産 ・販売

'処点や顧客 と接続 した りす る利用 も行 われてい る。

OA機 器製造業 のA社 で は、4年10月 に、本社 の一部移転 を機会 に、分散 されたオ フィス問 を

吉ぶ重要 なコ ミュニケー シ ョンツール として、 テレビ会議 システムを導 入 した。現在で は、国内

β拠点 を64kb/sのISDN回 線 を2本 利用 して接 続 してい る。また、米 国やシンガポーノレの研

・篭所等 ともテレビ会議 を行 ってい る
。

利用時間 は、 第1-4-1-14図 の よ うに推 移 し、順調 に増 加 して い る。
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

第1-4-1-14図 テレビ会議の利用状況の推移(月 平均)
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羅15・
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0

H5.上 H5.下 H6.上 H6.下A社 資 料 に よ り徹

会議 の利用 目的 は、 当初 は、報告 ・連 絡型の利 用が多 くな る と想定 され ていたが、実際 には、

企画 ・打合せ型の双方向的 な利 用が多 くなってい る(第1-4-1-15図 参照)。

第1-4-1-15図 会議 目的別の利用比率

問 い合わせ ・折衝型

説 明 ・質疑応 答型2%

12%

調整 ・相談 型

14%

判 断 ・意思 決

20%

企画 ・打 ち合 わせ型

32%

連絡型
20%

A社 資料 により作成

この システムの利用 による効果 は・会議 参加 によ る外 出及び出張 に要す る移重加寺間及 び そのた

めの交通 費 ●出張費 の削減で あ る・A社 で は・5年2月 か ら6年3月 の14か 月で約1
,500万 円の

コス ト削減効果が あった としてい る(第1-4-1-16図 参 照)
。
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第1-4-1-16図 テレビ会議の利用によるコス ト削減額の推移

(千円)
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∵
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A社 資料により作成

また、 これ以外 に、①会議 開催 の 日程調整等 が容易 にな り、必要 な会議 を必要 な時 に開催 しや

す くなった、② 多忙 な役員等が会議 に参加 しやす くなったな どの声 が上 げ られてい る。

議
、璽

講
テレビ会議システム利用風景
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また、円高等 によ り製造業 を中心 に海外生 産が拡大 し・産業 の空洞化 が懸念 されてい るが そ

の よ うな状況の なか、 テレビ会議 システムが 海外 の生産拠点 との間 の コ ミュニ ケー シ ョンツ、

ル として活 用 されてい るケー スが出始 めて いる・

情報 通信機器製 諜 のB社 で は、急 募文な円高の進 行等 に よ り・掛 にお1ナる現地生産 を積極的

に拡大 し、6年 には、米 国の現地1去人において約500億 円の現地生 産 を してお り・4年 の約400億

円 に比べ25%増 加 してい る。

第1-4-1-17図 テレビ会議利用回数と現地生産額の推移

25回 蠕

20

15

10

5

0

4年 度

B社 資料 により作成

6年 度

・400

300

200

100

0

[=コ 月間利用回数

+生 産額

この ような海外で の生産 の進展 に伴 い、現地 との コ ミュニケー シ ョンが よ り一層重要 になって

きてお り、同社で は、2年 か ら、海外 とのテ レビ会議 を開始 し、6年 には、米国 の9拠 点及び香

港、オー ス トラ リア との間で テ レビ会議 を実施 して いる。特 に北米 との間で は、月平均 で25回 と

ほ とん ど毎 日の よ うに利 用 されてお り、4年 の月平均19回 と比べ大幅 に増 加 してお り、テレビ会義

が必須 のコミュニケー ションツール となっ てい るこ とが うかがわれ る(第!-4-1-17図 参照)・

イ 衛星通信

衛星通信 は、 その広域性 、同報性、 回線設定 の柔軟性 、耐災害性 といった特徴 をいか して、離

島等 の遠隔地 との回線設定、非常災害時 の地上 回線 のバ ックア ップ等 の利 用 に始 ま り、 テンビ会

議 システム、ケーブル テレビへ の番組配信 、報道現場で 取材 した映像 の 中継(SNG:サ テライ

ト ・ニ ュー ス ・ギ ャザ リング)等 の映 像伝 送サー ビスやデータ伝送 サー ビス等 の幅広 い分野で利

用が進みつつあ る。データ伝送 サー ビスにつ いては、超 ・」・型地球 局(VSATlVerySma11帥

ertureTerrnina1)と 呼 ばれ る直径2.4m以 下の超小型 ア ンテナ を装備 した地球 局 を大型地球局で

一144



第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

集 中的 に制御 す るVSAT衛 星通信 シ ステムの登場 によ り、企 業等が よ り低 コス トで 簡便 に衛星

通信 を利用 したネ ッ トワー クを構 築で きる環境 も整備 されつつ あ る。 この システムを利 川 して社

内教育やPOS(PointofSales)シ ステム等 の全国的 な展開 を図 る企業 も現 れてい る。

(衛星通信の利用事例)

ここで は、衛星 通信 を利 用 して全国的 なネ ッ トワー ク展開 を図 ってい るf備 校等で の利 用を紹

介す る。

現在、大手大学予備校等で は、衛星通信の広域性 、同報 性を利用 して、 人気の高 い講師 の講座

等の映像 を全国の系列校 や提携校等 に配信 し、1講 座 当た りの受講者数 の向 ヒを図 った り、系列

校や提携校等 の増加 に結 び付 けて、収益 の拡大 を図 るな どの事例が登場 して きてい る。

大手予備校 のC学 校法 人で は、昭和61年 に、NTTの 衛星 ビデ オ通信サ ー ビスを利用 して、実

際の授業の内容 をその まま送信 す る実験 を開始 した。昭和63年3月 か らは、衛星 通信 を利用 した

授業 を効果的 にす るため、 スタジオ にお いて講師の授業 を収録 しなが ら、同時 にテキ ス ト、 コン

ピュータグ ラフィ ックス(CG)、VTR等 の映 像 を編 集 して盛 り込 んで番組 を作成 し、 リアル タ

イムで配信 してい る。6年 には、この授業 の配信 を受 けてい る系列校 や提携校 等 は、全国で138校

にな り、受講者 は、延べ17万6千 人を超 えて いる(第1-4-1-18図 参照)。 また、衛星 を利 用

した授業 の1講 座 当た りの受講者数 は、平均で約2,600人 、多 い もので6,000人 を超 えるもの も出

て きてお り、通 常教室で行 われ る授業 の10～20倍 程度の生徒 が授業 を聴講 す るこ とが可能 となっ

ている。

第1-4-1-18図
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第1節 ユーザー側からみた情報通信の進展の動向一

販売員 はバー コー ドリーダ ーつ き携帯型端末 か ら受注 した商品のデータ を入力 し、営業車両 に搭

載 したMCA無 線 を利 用 して、 直接本社 の受発注 システムにデータ伝送 してい る。従来 は電話で

販売員か ら事務所 に連絡 して、事務所側でデー タを入力 しなお して いた作業 が省略 され るこ とに

よ り、伝達 ミスや入力 ミスが大幅 に改善 された。 また、 これ まで 発注 か ら伝票が 出力 され るまで

30分 以上 かかっていた ところが、2分 半程 度 に短縮 され、配送 まで にかか る時間 も大 き く短縮 さ

れている。

同社が導 入後 に、販売員1,644名 を対象 に行 った アンケー ト調査で は、「受注活動時 に携帯型端

末をいつ も利用 してい る」 と回答 した ものが全体 の70%を 占めてお り、積極 的 に利 用 されて いる

ことが伺 われ る。効果 としては、 「事務所で の事務処理の負担 が減 った」とい う回答 が72%、 「営

業活動 に とってプ ラスになった」 とい う回答が64%と 業務 の効率化 に大 き く貢献 しているこ とが

わか る(第1-4-1-19図 参照)。

第1-4-1-19図 導 入 後 の ア ン ケ ー ト調 査 結 果
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移動通信を利用した受発注システムの利用風景
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

工 電子 メール

企業 におけ る電子 メールの利 用で は、蓄積 交換機 能 を持 ったホ ス ト(メ ールサ ーバ)を 自社内

に設け、自営 のパ ソコン通信網 を構築 す る場合、パ ソコン通信事業者 の電子 メールサ ー ビスを利用

す る場 合、インター ネ ッ トに接続 して インター ネ ッ トの電子 メール機 能 を利用 す る場 合等 がある。

最近 で は、異 な るパ ソコン通信 サー ビ ス同士 及びパ ソコン通信 とインターネ ッ トの相互 接続が図

られ、相互 にメールを交換で きるよ うになって きてお り、電子 メール利 用の可能 性が拡 がっている。

郵政 省が、5年12月 に実施 した 「通信 ネ ッ トワー ク調査」 にお いて、調 査対象企業 の うち、電

子 メール を利用 してい る企 業 は17.2%で あった。この うち、自社 内だ けで 閉 じた利 用 を している

企業 は9,8%で あ り、社 内外で 電子 メール を交換 して利 用 してい る企 業 は7.4%で あ る(第1-4

-1-20図 参照)
。

第1-4-1-20図 電子メールの利用脚 兄

無回答・.7%自 社騨 み

9.8%

社 内外 で利 用

7.4%

82.1%

利 用 し て い な

い

郵政省資料によ り作成

(電子メールの利用事例)

電子 メールの利用 においては・情報 の共有化・情報伝達 の迅速化等 によ る企 業 の業務革新 経

営 の効率化等が期 待 されてい る。

利用 の 目的 としては・① コ ミュニケー シ ョン・②1青報の共有 ・活用
、③ オ フ ィスワ_ク の支援

等があ げ られ る。

電子 メール を利 用 した コ ミュニケー ションで は・電子 メール を利 用す るこ とで 社 内の組織や拠

点 等 を越 えて コ ミュニケー シ ョンが活発化す るこ とや、必要 な ときに必要 な人 に確 実.容 易に情
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第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

報伝達が可能 にな るな どの効果が現れ てい る。販売員 の 日報等 の報告 を 自宅等か ら電子 メールで

行 うことで、販売 員がオ フィスに立 ち寄 るこ とな く、 自宅 か ら直接 顧客先 に向か うこ とが可能 に

なるな どの ケー ス も現 れて いる。情報の共有 ・活用の面で は、電子掲 示板 に情報 を掲示 してお く

ことで、社員が必要 な情報 を検索 して入手で きる環境 が用意で きるこ とや個 人 に所属 す る ノウハ

ウ的な情報の提供 を活 発化 させ る効果等があ げ られ る。電子 メール を利 用 して、会議等 の スケ ジ

ュール調整 を行 った り、電子 メール と表計算 ソフ トを連動 させ て、売⊥情 報等 を自動的 に集計す

るよ うなオ フィスワー ク支援 の利用 も始 まっている。

情報サー ビス業のE社 で は、昭和62年 に自営 のパ ソコン通信網 を構築 した.元 年 には、2次 シ

ステムを構築 し、社員全員が利用で きる環境 が整 備 され る とともに、社 外 との メール交換 も可能

となってお り、 月間の アクセ ス数 も次第 に増加の傾 向を見せ、利 用が拡大 してい る(第1-4-

1-21図 参照)。

第1-4-1-21図 月間アクセス数の推移
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電子メール は、一般的 な コ ミュニケー シ ョン ツール としての利 用の他 に、同社の出版部 門の雑

;志等の編集セ クシ ョンにおいて、社員 か らの原稿応募 や外部 ライターか らの入稿、印刷会社 との

東稿のや り取 りに利用 されてい る。 ライターの入 力 した原稿 を印刷会社で再 入力す る」1程が省 け

るこ と等 によ り、同社 の発行 す るあ る週刊情報誌で は、制作工程 が1日 短縮 され、結果 として原

塙の締 切 りを1日 伸 ばす こ とが可能 とな り、 よ り新 しい情報 を提供で きるようになってい る。 ま
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

た、他の週刊情報誌で は、1頁 あた りの製作費が約2,000円 低減 され る効果が 出て い る(第1-4

-1-22図 参照) 。

また、情報の共有 によ る効果 として、マー ケテ ィング部 門で は・ それ まで会議 で報 告 していた

連絡事項等 を電子 メールで事前 に共有す るこ とによ り、週1回6時 間の会議 を月1回2時 間の!2

分 の1に 短縮 す る とともに、会議 の内容 をよ り生産的 な もの として い る。

第1-4-1-22図 電子メールの利用イメージ図
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電子デー タ交換(EDI:ElectronicDataInterchange)は 、受 発注書 や納 品書等 の商取引デ

ー タを、標準 的 な規約 を用 いて、通信 回線 を介 して企業間で交換す る もので 、 これ によ り、受発

注業務 を 自動化 し、納期 の短縮 、帳票等 の削減、商取 引 に係 る費用 の軽減等 の効果が期待 されて

い る。

郵 政 省 が 、5年12月 に実施 した 「通 信 ネ ッ トワー ク調 査 」 にお い て、 調 査 対 象企 業 の うち、E

DIを 導 入 して い る企 業 は29.7%で あ っ た。最 も導 入が 進 ん で い るの は、卸 売 ・小 売 業 等(42.0%)

で あ り、 続 い て、金 融 ・保 険業(36.4%)、 製 造 業(33.6%)で 導 入 が 進 ん で い る(第!-4-1

-23図 参 照)
。

(EDIの 利 用 事例)

小 売 業 のF社 で は、 日用 品 製 造 業 の取 引 先G社 の協 力 を得 て、EDIを 利 用 した 生 産 か ら販売
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第1節 ユ ー ザ ー 側 か らみ た情 報 通 イ、1の進 展 の 動 向 ■■■■

に至 る取引形態 の革新 を図 ってい る。

同社は、 取 引先のG社 との聞でEDIを 利用 した取引 を5年6月 か ら開始 して いる。 これ は、

発注 ・出荷 か ら納 品確認、請求、支払確 認 にいた る取 引業務 の全工程で取 引関係 の書類 を屯子デ

ータ化 し、両社間のデー タのや り取 りをオンラ イン化 した もので あ る。 日川雑貨品、化粧 品等で

約200ア イテムの商 品が対象 となってお り、全国の177の 全ての店舗 に導入 されて いる。これ によ

り、最終 的な財務 用の伝票 を残 して他の一切 の取 引伝票 をペーパ レス化 した。

これによる効果 は、商 品台帳 の作成、伝票 の作成 ・保管 ・仕分等の作業が無 くなった こ と、及

第1-4-1-23図EDlの 導入状況
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び発注の工程 の 自動化 によ り納品時の ミスが大幅 に減 った こ とによ り納 品時 の立会 い検品 を廃止

したこ とを合 わせ て、年 間で約3,000万 円の合理化効果が得 られてい る。

このシステムを実現 す るにあたっては、F社 で は、全国の177の 店舗 を衛星通信回線で結 んで、

データネ ッ トワー クを構築 す る とともに、取 引先のG社 との問 は、ISDN回 線で コン ピュー タ

・センター同士 を結んで データの交換 を行って いる。

同社で はさ らに進 んで、6年3月 か らは、同社の 首都圏の14店 舗で 実験 的 にG社 との 自動 発注

システムに取 り組 んで いる。従来 は、同社 の担 当者がPOS(販 売時 点情報管理)シ ステムの売

上データ等 を分析 して、G社 に対 す る発注数量 を決 めて発注 していた。新 しいシステムで は、店

舗ご と、商品 ご との発注予測デー タを取 引先のG社 の コンピュー タにあ らか じめ登録 してい る。

F社 か らは、店舗 ご と、商品 ご との売上等 のPOSデ ー タをG社 の コンピュー タに伝送 し、 あ ら
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一 第4章!0年 間の盾報通信のあゆみ

か じめ登録 してお いた発注予測デー タ と照 合 して、補 充発注量 を 自動的 に決 定す る・ これ による

事務 の削減 効果 は、全国 の177の 店舗 に利 用 を拡大 した こ とを想 定 した場 合・年間約3・000万 円の

効果 が期待 されてい る(第1-4-!-24図 参照)。

第1-4-1-24図EDIの 利用 イメージ図
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さ らに、小売 のF社 とメー カー各社 が1か 所 に集 まって、実 際の店舗 の棚 に商品 を並べ てみて

商 品の陳列 方法 を決 め る 「棚割 り作業」 を年 に2回 行 って いた。 この作業 を、実際 の商 品 と陳列

す る棚 の写真 を静止画 としてデー タベ ー ス化 して、商品の売 れ行 き情報 とリン クさせ なが ら、端

末上 で シ ミュ レー ションで きるよ うに した。 これに よ り、一同 に集 まって作業 す る手 間が大幅に

省 けて、年間24,000時 間の削減が図 られ てい る。

3社 会の情 報化

ここで は、社会 の情報化 につ いて、医療 ・保健 、教 育 ・研 究及 び行政 の各公共的分 野 に着 目し、

過去10年 間の進展状 況 を、デー タによ り概観 す る とともに、郵政省 の委託調査 を通 じて行った取

材 を もとに、公共的分野 にお け る情報通信利用 に関す る事例 を、定量的分析 を交 えつつ紹介する。

(1)デ ー タにみ る社 会の情報化

自治省 の 「地 方公共団体 にお ける地域情 報化施策の概 要」 によ り数例 を挙 げ概観 す る と、地方

公共団体 において、医療 ・保健 分野で は、保健 医療 情報 システムや緊急通報 システム、教育 ・研

究分野で は、学校 教育支援情報 システム、行政分野で は、行政 窓 ロサー ビスオ ンライン システム

や行政 情報提供 シ ステム といった システムの導 入が推進 されてお り、過去10年 間の運 用件 数 も堅
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第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

調 に増 加 して い る(第1-4-1-25図 参 照)。

第1-4-1-25図 地方公共団体における地域情報通信システムの運用状況(抄)
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また、総務 庁 の「行政機 関 にお けるOA化 の推進状況等 に関す る実態調査」のデー タによる と、

国の行政機 関等 において も、多機能端末、 ファクシ ミリといった情報通信機器の増加が著 し くな

っている(第1-4-1-26図 参照)。
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

こ うした こ とか ら、情報通信 システムの整 備 によ る業務 の効率化 ・迅速化へ の取組 は、公共的

分野 にお いて も積極的 に推 し進 め られ てい るこ とが うかが える。

(2)具 体 事例 にみ る社会の情報化

ア 医療 ・保健分野 一その1

広島県福山市の脳神経外科専門病 院で は、CT画 像伝送 シ ステムを用 いた頭 部疾患患者への診

断支援 の効率化 を図って いる。

同病 院 は、昭和51年 の開業 当初か ら、周辺地域 の医療機 関か らの頭部疾 患患者 の救 急処置にっ

いての相 談や、転院の受 入れ を行っていた、昭和53年 に頭部CT装 置 を初 めて導 入 したが、周辺

地域 の医療機 関 に も頭部CT装 置又 は全身CT装 置 が普及 して きた昭 和50年 代 後半 には、患者の

CT画 像の状態 を電話で や りとりしなが ら、処置 につ いて協議 す るよ うになった。 しか し、周辺

地域 の医療機 関で は、脳神経外科 の専 門的立場 か らのCT画 像 によ る状 況判 断 が困難 なため、疾

患の程 度 に関 わ らず転院 させ ざ るを得 ない患者 が増加 し、真 に転院 が必要 な患者 に対 す る迅速な

処置が困難 な状況 となっていた。

この ため、状況判断 の正確 化及 び迅速化 を図 るためのCT画 像伝送 システムが 開発 され、昭和

61年 に同病院 をセンター として、3か 所の周辺医療機関 に導 入 された。6年12月 現在 、同システ

ムを導 入 して い る周辺地域の医療機関 は25か 所 あ り、 おお むね広 島県 内及 び岡 山県 の半径約50

km圏 を中心 に広 がってい る(第1-4-1-27図 参照)。

システムの基本構成 は、CTス キ ャナーが取 り込んだ頭部の画像 を、送信側伝 送装置のメモリ

ー に直接記i意し、 これを電話回線 によって受信側装置 に伝 送す る もので あ る。 また、受信側は外

部記1意装置 として光デ ィスクファイル を装備 してい る(第1-4-!-28図 参照)。

なお、6年6月 か ら新 たに同 システムを導 入 した5地 点 の周辺地域 の医療機i関で は、64kb/s

のISDN回 線 とテ レビ電話 を用 いた システムを導入 してお り、画像伝送 の高速 化が図 られると

ともに、伝送 中 にお ける医師同士の打合せが可能 となってい る。

同病院で は・CT撮 像 を行 う外来患者 の件数 と、 当該 システムに よるCT画 像伝 送 の件数 との

比率 はお よそ5:1と なってお り、現在 まで に約2千 例 の画像伝送 が行 われて い る。

周辺地域 の医療機 関 に とって・同 システムに よる専門病 院 との連携 は、 当直医の急患への対応

に際 しての負担及 び不安 を緩和 す る上で も役立 ってい る。 患者 の側 において も
、地 域 の医療機関

の信頼が高 まるな どの効果 があがってい る。

一154



第1節 ユ ーザ ー側 か らみ た情報 通信 の進 展の動 向 ■■■1

第1-4-1-27図 広島県福山市におけるシステムの拡張状況
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第1-4-1-28図 広島県福山市におけるシステムの構成図
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

CT画 像伝送システム

イ 医療 ・保健分 野 一その2

岩手県釜石 市の総合病 院で は、地元 ケーブル テレビ会社 の協 力の も とに、血圧及 び心 電図のデ

ータ等 の計測 に よる健康管理 を在 宅の まま行 えるサー ビスを、利用 を希望 す る地域住民 に提 供し

て い る。

同サ ー ビスを行 うシステムは、利用者 に貸 与す る計測端末機器、 ケーブル テ レビ回線(一 部地

域で は電話 回線)、 病院側 通信機器及 び コンピュータか ら構成 され てい る(第 ユー4-1-29図 参

照)。

第1-4-1→9図 岩手県釜石市におけるシステムの構成図
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第1節 ユーザ ー側 か らみた情 報 通信 の進 展 の動rl1J一

計測端末機器 は、 自動血圧計 、心電計 、あ らか じめ設定 した5つ の問診項 日 と医療 機関カゾ,の

連絡事項(ひ らが な30字 以内)を 表示す る液晶表 示器 とメモ リ及びケー ブルテ レビ回線 に接続 す

る通信モデ ムを備 えて いる。

利用者 は、家庭 にお いて毎 日定時 に血圧 と心 電図 を測定 し、問診への回答 を行 う。 これ によ り

収集 されたデー タは、 自動的 に病 院側 の コンピュー タに送信 され る。病 院側で は、1か 月 単位で

このデータを医師が解析 し、診断 レポー トを利 川者 あてに送付す る。

2年10月 に試作機 が完成 し、実験 を開始 した。4年10月 には医療機 器 としての厚 生省の認 「1∫を

受 け、本稼働 した、

システム運用開始以 来、利用者 数 は増 加 してお り、7年2月 現在、釜石rl∫内 を中心 に149名 が利

用 している(第1-4-1-30図 参照)。

第1-4-1-30図 岩手県釜石市におけるシステムの利用者分布
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同 システムの導 入 によ り、病院側で は外来診療 の効率化が図 られてい る。通信 の利 用 によって、

医師が患者の毎 日の健 康管理デー タを正確 かつ継続的 に把握 し、 よ り適切 な健康 管理指導 を行 う

こ とが可能 とな り、 この こ とは利 用者 に対 す るアンケー ト結果 か らもうかが える(第1-41

-31図 参照)
。
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

第1-4-1--31図 岩手県釜石市におけるシステムの利用者へのアンケー ト結果(抄)

設問内容

1
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3

4

本 システムに加入 して健康 に関心が深 くなったか。

本 システムに加入 して 自分 の健康 に自信 が持 てる ようにな ったか。

本 システムに加入する前 と比べて健康 に気 をつける ようになったか。

本 シス テム による医師の コメン トは健康管理 に役立 ってい る と思 うか。

回答結果
・6年11月 実施

・対 象 者106名

・回 珂又率75%
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第1節 ユーザ ー側 か らみ た情 報通 信 の進 展 の動 向

ウ 教 育 ・研 究 分 野

神 奈川 県 藤 沢 市 に2年4月 に大 学 キ ャ ンパ ス を新 設 したあ る私 、u1二大学 で は、約5千 人の学 生 を

擁 す る同 キ ャ ンパ ス内 に、 デ ー タ、lb、二声 、画 像 等 の伝 送 が 可能 な、 キ ャ ンパ スネ ッ トワー ク ・シ

ステムの構 築 に よ り、 学 習 及 び研 究 を支援 す る環 境 を整 備 し、 学1ノ・1に提 供 して い る(第1-4

1-32図 参 照)。

第1-4-1-32図
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24時 間利 用可 能 な同 シ ステ ムで は、 電 子 メー ル 、 電子 掲 示 板 等 が 教職 員 及 び学 生 に開放 され て

お り、 これ に よっ て利 用 者 問 の コ ミュニ ケー シ ョンが図 れ るほ か、 オ ン ラ イ ンーヒで の 文書 ・統 計

処理、 ソ フ トウェ ア開 発 等 が 可 能 となっ て い る。 また、 通 信 モ デ ム に よ るキ ャ ンパ ス外 か らの接

続 も可能 で あ るほ か、 イン ター ネ ッ トへ接 続 され て い るた め、 国 内外 の大 学 や研 究 機 関 との コ ミ

ユニ ケー シ ョン も可 能 とな って い る。

教職 員 及 び学 生 は、 キ ャ ンパ ス内 の ワー ク ステ ー シ ョン(約1千 台)か ら利 用 す る ほか、 個 人

所有 のパ ソ コン等 か ら も利 用で きるた め、 多 くの学 生 が ラ ップ トップ パ ソコ ン等 を購 入 し、 同 シ

ステム を 自宅 で も大 学 で も利 用 して い る。

同大学 の 一 研 究 室 を中心 とす る大 学 院 生 を対 象 に、7年3月 に行 った ア ン ケー ト結 果 に よ る と、

159



一 第4章10年 間の1青報通信のあゆみ

同 システムの電子 メール の利用 によって、研究活動 に要 す る時間が半分以上短縮 された と感 じら

れ るの は、問 い合 わせや情報検索の場 合であ ると回答 した利用者 が最 も多 く、58%と なっている

ほか、資料作成、会議 及 び スケジュール調整等 において も、時 間短縮 効果が少 しで もあ ると回答

して いる利 用者が ほ とん どを占めてい る。

一方、研究活動 に要す る時 間が、 自宅 においては増 加 した と回答 して い る利 用者 が50%と なっ

てい るが、 これは同 システムが 自宅 か らもアクセ ス可能で あ るこ とか ら、在 宅で可能 な研究活動

の範囲が広が ってい るた めで あ る と推測 され る(第1-4-1-33図 参照)。

第1-4-1-33図 キャンパ スネッ トワーク ・システムの利 用者へ のアンケ ー ト結果

(電子メールの利 用によ る研究活動 に要す る時間の短縮)
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こ う した こ とか ら・ 同大 学 に お い て・ 同 シ ス テム に よ る コ ミュ ニ ケ ー シ ョンの 活i生化 に伴 う
、

教 育'研 究 活 動 の効 率 化 ・迅 速化 が推 進 され て い る こ とが うか が え る
。

工 行 政 分 野

千葉県船橋 市で は・市役所 の本庁舎 と出張所等 と樋 信 回線 によっ て結 び
、住 民票 の 自動交付

を行 うシステムを3年12月 か ら導入 し・市民生活の利便i生の向上 に役立 てて い る
。6年7月 から
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第1節 ユーザー側からみた情報通信の進展の動向

は、 印鑑証明書の 自動 交付 も開始 してお り、6年12月 現在、 同 システムの 自動交付端末設備は、

市役所本庁舎 内及び9か 所の出張所等 の、 あわせ て10か 所で供用 され てい る。

同システムは、市役所本庁舎 内のホ ス ト・コンピュータ、 自動交付端末設備、両者 を接続 す る

専用回線等 か ら構 成 され てい る(第1-4-1-34図 参照)。 市民 は市 か ら交付 されたIDカ ー ド

を用 いて同 システムを利用す る。

第1-4-1-34図 船橋市住民票 自動交付 システムの構成図
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

同 システムによ る住 民票 の交付 は、市 内 に3か 所 あ る市役所 の連絡所 にお いては、市役所 にお

いて完全週休2日 制が導入 された4年11月 か ら、平 日の窓 口交付時 間外 で あ る午後5時 か ら7時

までの間 と、土曜 日の午 前9時 か ら午後5時 までの間 に も行 われて いる。 この窓 口交付時間外に

お け る同 システムの利用率 は、土曜 日において比較的高 く、都心等 への通勤者 な ど、平 日の利用

が困難 な市民層 のニー ズに もこた えてい るこ とが うかが える(第1-4-1-35図 参照)。

第1-4-1-35図

戸1

船橋市の自動交付システムによる住民栗の窓ロ交付終了後の交付件数推移
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船橋市資料 により作成

一 方
、住民票 交付 手続 にかか る時間 は、窓 口交付の場合 、一件 あた りおおむ ね5分 程度かかっ

て い るの に対 し、 自動交付 システムで は2分 程度で交付が可能で あ る
。窓 口が混雑 してい る時に

は、 順番待 ちの時 間 を含 めて交付 に30分 程度 かか る場合 もあ る といわれてお り
、 同 システムが

住民票 の交付 にかか る市民 の待 ち時間の短縮 に も貢献 してい る(第1-4-1-36図 参照)
。

第1-4-1-36図 住民票交付にかかる待ち時間
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第1節 ユーザ ー側 か らみた情 報 通信 の進 展 の重IJ向一

4地 域 の情報化

ここで は、都道府 県べ 一 スのデー タによ り、情 報化 の進展 状況 につ いて概 観す る とともに、地

域にお ける情報 交流 の特 色、情 報化の進 展状 況等 について、 具体的 な 「揺列として、愛媛 県及び青

森県八戸市 を取 り一ヒげて紹 介す る。愛媛 県は、全国47都 道 府県qI人 口密度 がほぼ 中位であ り、県

内で は郵政省の テレ トピア構想モデル指 定が4地 域 、都 市型 ケー ブル テ レビの開局が4局 と、情

報化 に関す る事例 が顕著 にみ られ るこ とか ら取 り一Lげるこ ととした。 また、1童f森県八戸市 は、政

令指 定都市、県庁所在地、首都 圏 といった交流 の中核 とな る都 市で はな く、 この10年 の'トば頃

(昭和63年 ～2年)に テ レ トピア地域 に指定 されてい るこ と、ilil市が属 す る県域 に過去10年B}1に

テレビジョン放送及 びラジオ放送が新 たに開局 した こ と等 か ら、10年 間の情報化 の進展度合 いが

大 きいこ とが予想 され、 また同市が1青報 化施策 に積極的で あ るこ とか ら取 り一Lげるこ ととした。

(1)デ ータにみ る地域の情報化

地域の情報化の進 展 につ いて、都道府県 ご と、単位 人[当 た りで、5年 度の対昭和60年 度伸 び

率を以下の項 目にお け る比較 によ り概観 す る と、加入電話契約数で は、兵庫県が155%と 最 も大 き

く伸びてお り、以下、神 奈川県、茨城 県、沖縄 県及び長崎県 と続 いてい る。

また、有線 テ レビジ ョン放送加入契約者数で は、長崎県が315%と 最 も大 き く伸 びてお り、以下、

埼玉県、三重県、石川 県、福井県 と続 いてい る。

一方
、引受 内国郵便物数で は、岡山県が192%と 最 も大 き く伸びてお り、以下、群馬県、香川 県、

埼玉県、宮崎県 と続 いて いる(第1-4-1-37図 参照)。

0

兵庫県i

第1-4-1-37図 情 報 通 信 利 用 伸 び 率 上 位5都 道 府 県(5年 度 の 対 昭 和60年 度 伸 び 率)
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(注)各 都道府県における単位入目当た りの加入電話契約数、有線テレビジョン放送加人契約蓄数及び

引受内国郵便物数について、昭和60年 度を基準に5年 度の伸び率をみた ものである、
163一



一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

(2)愛 媛 県にみ る地域の情報化

ア 県 の概要

四国の北西部 に位置 す る愛媛県 は、約5,600k㎡ の県 七に約15!万 人の県民 が暮 ら してい る。気候

は温暖 で、県 』Lの約7割 を林 野が 占めて いる。

県内 は、新 居浜 市、西条市、今治市等 を中心 とす る東予 、松 山市 を中心 とす る中予、大洲市、

八幡浜市、宇和 島市 を中心 とす る南予 の3地 域 に区分 され、 それぞれ特色 あ る風土 を形成 してい

る。みかんの生産高 が全国第1位 で あ るほか、漁業 及び養殖業 の生産 額 にお いて も全国第3位 と

なってい る。

イ 電話 トラ ピックにみ る情報交流の状況

郵政 省が6年9月 に発表 した 「トラ ヒックか らみた電話の利 用状 況(平 成5年 度)」 にお いて、

加 入電話の都道府 県間 トラ ヒック交流状 況 をみ る と、5年 度 に愛媛県 内で 発信 された通話(8億

7,100万 回)の うち、県外 に発信 され る通話 は、東部 に隣接 す る香川 県 あて(2,500万 回)が 最 も

多 く、以下大 阪府(1,800万 回)、 東京都(1,100万 回)、 瀬戸 内海 をはさんで 北部 に隣接 す る広島県

(1,000万 回)と 続 いてい る。

また、県内 に終始 す る通話(7億6,300万 回)に つ いて、11に 区分 され る県内の各 単位料金区域

(MA)に お け る発着通 話回数(同 一MA内 に終始 す る通話 を除 く)を み る と、松 山MAに 発着

す る トラ ヒックが最 も多 く、以下、今治MA、 新居浜MA、 宇和 島MA及 び大洲MAと 続 いてい

る(第1-4-1-38図 参照)。

第1-4-1-38図 愛媛県内に終始する加入電話のMA間 トラピック交流状況(5年 度)
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第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

一方、一定割 合以上 の トラヒック交流 があ るMA相 互 間を線で結 び、 各MAを 結ぶ線 の太 さで

関係の強 さを表 す と、第1-4-1-39図 の よ うになる。 これ をみ ると、愛媛 県内で は松 山MA

第1-4-1-39図
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愛媛県内におけるMA間 トラヒック交流状況(通 話回数べ一ス)5年 度
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を中心 とした通話圏が形 成 されて いるほか、南予地域 の八幡浜、宇和 島及 び宇和の各MAが 小 さ

な通話圏 を形成 してい るこ とが うかが える。

ウ 情報化の進展 動向

愛媛県 にお ける単位 人 口当た りの情報通信利用の推 移 をみ る と、加 入電話総 加入数 及びNHK

放送受信契約数 につ いて は、堅調 な伸 びがみ られ、昭 和60年 度 を100と した5年 度 の指 数 は、それ

ぞれ123、109と なって いる(第1-4-1-40図 参照)。

第1-4-1-40図 愛媛県における情報通信利用の推移
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一 第4章10隼 間の情報通信のあゆみ

県 内 に お け る都 市 型 ケー ブ ル テ レ ビは、 今 治 市(2年8月 開始)、 新 居 浜 市(2年9月 開始) 、

宇 和 島 市(3年9月 開 始)及 び松 山 市(3年10月 開 始)の4地 域 で 提 供 さ れ て お り、提 供 エ リア

は第!-4-!-41図 の よ うに なっ て い る。 また、携 帯 ・自動 車 電 話 は、現 在2社 が提 供 してい

るが 、 その提 供 エ リア は 第1-4-1-42図 の よ うに な っ て い る。

第1-4-1-41図 愛媛県における都市型ケーブルテレビ提供地域
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第1-4-1-42図 愛媛県における携帯 ・自動車電話提供地域
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第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

工 主な情 報化の取組

県内にお け る郵 政省 の テ レ トピア構想 モデ ル地 域 は、松 山地 方生活 文化経済 圏(昭 和60年1旨

定)、 今治市 ・新居浜市(と もに元年指定)及 び宇和島 市(3年 指 定)の4地 域 となってお り、 シ

ステムの中 には共通 してケーブル テ レビを利用 メデ ィア として活用 した情 報提供等 が含 まれてい

る。この うち、宇和島市 にお いて5年 か ら開始 されてい る海洋情 報 システム(漁 業監視 システム)

は、赤外線 カメラ及びデー タ通信 を利 用 して、宇和海 にお ける魚介類 の盗難 防止 及び漁場管∫1且の

強化 を図 る とい う、ユニー クな取組で あ る(第1-4-1-43図 参照)。 このほか、県内 にお ける

第1-4-1-43図 宇和島市における海洋情報システムの構成図
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郵政省の情報化施策 としては、民活法施設整備事業(新 居浜 テ レコムプ ラザ:昭 和63年 度認定)、

民放テレビ放送難視聴解消事業(野 村町 、一 本松町、 日吉村:6年 度実施)、 衛星放送受信設備設

置助成事業(津 島町:3年 度実施、重信町 二5年 度実施)及 び新世代 ケーブル テレビ施設整備事

業(弓 削町:8年 度 開局予定)が あ る(第1-4-1-44図 参照)。
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

第1-4-1-44図 愛媛県内における郵政省の情報化施策
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(3)青 森県 八戸市 にみ る地域の情報化

ア 市の概要

青森県 の南東部 に位 置す る八戸市 は、青森市及 び弘前市 とともに、同県 の三大都 市の一つであ

り、太平洋 に面 した約213㎞1の 地域 に約24万 人の市民 が生活 して い る。同県で は、歴 史的経緯 から

青森市及 び弘前市 を含 む北西部が津軽地域、南東部が南部地域 と呼 ばれてお り、 八戸市 は南部地

域 の中心都市で あ る。昭和30年 代後 半か ら、急速 な工業集積 や都 市化 が進 展 した ほか、水産業の

発展 が著 し く、 八戸港 は全国有数の漁港 ・貨物港 となって いる。気候 は青森 県 内 にお いては上辟交

的穏 やかで 、冬期 の積 雪量 も少 な く、 日照時 間が長 いこ とか ら、 いちご、花 き類 等 のハ ウス栽培

が盛 んで あ る。

イ 電話 トラ ピックにみ る情報交流の状況

5年 度 の加入電話 に よるMA間 通 話交流状況 につ いてみ る と、八戸市 及 び隣接 す る9町 村か ら

構成 されて いる八戸MAは 、青森県 内の!0のMAの 中で は、青森MA及 び隣接 す る十和 田MAと

の通話量 が特 に多 くなってい る。青森県外で は、仙台MA(宮 城 県)が 最 も多 く、以下東 京、盛

岡及び 久慈の各MAが これ に続 いてい る(第1-4-1-45図 参照)。
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第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

コ ラ ム4

愛 媛 県 の 特 産 品

愛媛県 にお ける主 な特 産品 としては、全国的 に有 名 なみかん及 び その加工 品(ジ ュ

ース等)を は じめ、養殖 に よる真珠 、ぶ り ・た い類 が挙 げ られ る。

郵政省 にお いて も、 この ようなかん きつ類 、水産 加工 品等 を中心 とす る愛媛 県の特

産 品を、「ふ るさ と小包」 によ り全国 に紹介 ・提供 してい る。

この ほか、愛媛県で は、我が国最 古の温泉で あ るといわれ る道後温 泉が全国的 に有

名で あ る。

愛媛県の主要特産物

全国順位 みか ん(出 荷量) 養殖真珠(生産高) たい類(漁 獲量)

1 愛媛県(26万t) 愛媛 県(277億[J) 愛媛県(1.6万t)

2 和歌 山県(22万t) 三 重県(198億 円) 長崎 県(0.9万t)

3 静 岡県(18万t) 長崎 県(172億 円〉 熊本 県(0.8万t)

ほホ　　

蜷
血o堕2幽r額 ・MFPON

道後温泉

青 森県 八 戸 市 の 特 産 品

青森県 八戸市で は、八幡馬 、菱刺 な ど、素朴 な味 わいのあ る民芸品の ほか、 いちご

煮、食用菊、鶴子 まん じゅ うな どの加工食 品、菓子類 が主 な特産 品 となって いる。

特 に、水産業 の盛 んな同市で は、 いかの塩辛 をは じめ とす る多様 な水産加工 品、魚

介類等 が全国的 に有名であ る。

郵政省 において も、 いかの加工 品 な ど、 八戸市の水産加工 品 をは じめ とす る 「ふ る

さ と小包」 を全国 に紹介 ・提供 して いる。

青森県内のいか漁獲量上位

県内順位 市町村(漁 獲量)

1 八戸市(10.3万t)

2 大畑町(2.5万t)

3 ・J・泊 村(0 .8万t)

翻
八幡馬

NIPPON62

ウ ミネコ

(市民 の 鳥)

一」
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一■ 策4章10年 間 の情報 通信 のあゆ み

第1-4-1-45図 八戸MAを 中心 とする各MA問 トラヒック交流㈹ 兄(5年 度)

()内 は八戸MAと の発着信 回数合計(万 回)

民

蟹 田

/5)

五所川原
/51)

仙台(885)

野器

賢 青森県

十 和 田

(1,083)
八戸(24,385)

/

東京(718)

■1ρ ・・万回肚

200万 回以上

■ 1ρ00万 回未満

100万 回以上

口 200万 回未満

一メ

郵 政 省 資 料 に よ り作 成

(注)八 戸MAと は 、 八 戸 市、 丁1.戸町 、 名川 町 、 階一L町、 倉石 村 、 新郷 村 、

南郷 村 、 福 地 村 、 一下Hili1∫、 百石 町 の1r}∫5町4村 の 合 計 で あ る。

ウ 情報化の進展 動向

八戸市 にお ける単位 人 口当た りの情報通信利 用の推移 をみ る と、加 入電話総加 入数 及 びNHK

放送受信契約数 につ いては、堅調 な伸 びがみ られ、昭 和60年 度 を100と した5年 度 の指 数 は、それ

ぞれ124及 び109と なってい る(第1-4-1-46図 参照)。
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第1-4--46図 八戸市における情報通信利用の推移

1251
1(昭 和60年 度 =100)
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1/

叫///加 一1図
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ll・1図
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1/× ノ/一 、

痩:ン⊥ ご⊥ …∴ 　
60616263/Lユ345

で}度

郵 政 省 資 料 に よ り作 成

一方
、 同市 にお いて昭 和61年 か らサ ー ビ スが開 始 さ れ て い る都 市型 ケー ブル テ レ ビは、 全世 帯

数 に占め る加 入世 帯 数 の割 合 が 年 々増 大 して お り、5年 度末 に は6.9%と な っ て い る(第1-4-

1-47図 参 照)。 また 、 その提 供 エ リア は第1-4-1-48図 の よ うに な っ て い る。

第1-4-1-47図 八戸市における都市型ケーブルテレビ加入世帯の推移
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一 策4章10年 間の1青報 通信 の あゆみ

第1-4-1-48図 八戸市における都市型ケーブルテレビ提供地域

岩手県

[=コ 昭和61イ17月

[=コ ヤ成bf1肱 柔

この都市型 ケーブル テレビは、6年12月28日 に発生 した 「三 陸 は るか沖地震」(第2部 第1章

第1節3参 照)に 伴 う断水への対応 として、給水 を行 って いる場所 ・時 間等 に関 す る情報 の提供

を行 った。

工 主な情報化の取組

八戸市 は、昭和63年 に郵政省 の テレ トピア構 想モデル都市 の指 定 を受 け、 同市 にお いて、産業

構造 の活性化、都市環境 の整備及 び文化 ・教育 ・医療面 の充実 を目標 に、市民大学 システム、学

校教育 システム、健康 ・医療情報 ネ ッ トワー クシステム、教育情報 ネ ッ トワー クシステム及びC

RPシ ステムの5シ ステム につ いて運用が開始 され てい る。 教 育情報 ネ ッ トワー ク システムは、

市の教育機関 をパ ソコン通信 及び ファクシ ミリで ネ ッ トワー ク化 し、 公文書の送受信、 データベ

ー ス化 された教育関係資料の利 用で学較 教 育活動 の情報化 を推進 してい る(第1 -4-1-49図

参照)。 また、CRPに つ いては、第3セ クター によ り5年 にサー ビ スが 開始 され、市 内全域で提

供可能 となってい るほか、青森 市のCRPサ ー ビス との相互接続 を行 ってい るな ど、積極 的 に取

り組 んで い る。

同 市で は、昭和63年 以 降の情報化施策 の評価 を行 うとともに、情 報化施策 を中心 とす る今後の

諸施策 の推 進 に資す るための意見、要望等 の収 集 を行 うた め、市民、事業所等 に対 してア ンケー

ト調査 を実施す るな ど、情報 通信利 用者 のニー ズの掘 り起 こ しに努 めて い る。
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第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向一

第1-4-1-49図 八戸市の教育情報ネッ トワークシステムの構成図

教 育委員 会 小学校 小学校

博物館

図書館

総合 教育 セ ンター

視聴 覚 セ ンター

中学校

中学校

1事務処理用端末1唾 修用端末1

1検索用端末1
一一一'…(総 合 教 育 セ ン タ ー)

仁1塗 　■ 麹 騰1
-∫ 噛o黎 ン

纏 ご漂悪
蟻 銚 一1.

青森県八戸市の教育情報ネッ トワークシステム
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コ ラム5

暮 らしと情報通信に関する世論調査(2)

一情報通信の高度化に関す る意識 と情報の地域間格差 に関す る意識 一

総理府の実施 した 「暮 らしと情報通信 に関す る世論調査」の結果 の 中か ら、 精 報通

信 の高度化 に関す る意識」 及び 「情報 の地域 間格差 に関す る意識」 につ いて、紹介 す

る。

1情 報 通信 の高度化 に関す る意識

電話サー ビスの充実や テレビの進歩 な どの情報 通信 の高度化 ・多様化 は、 自分 の生

活 や子供 に どの よ うな良 い影響 を及ぼ したか につ いては、 「日常生活が便利 になった」

を挙 げた者 の割合 が53.5%と 最 も高 く、以下、 「知識 の 向上 に役立 っ て い る」(32.

4%)、 「趣味 ・教養 の範 囲が拡大 した」(24.4%)な どの順 になって い る。一方、 どの

よ うな悪影響 を及ぼ したか につ いては、「健康 によ くない」を挙 げた者 の割 合 が17.1%、

「画一化 が進 んで い る」が17 .0%、 『青報 に追 い立 て られ、 ゆ とりが な くなっ た」が

!5.6%、 「家 族で過 ごす時間が減 少 した」 が14.5%な どの順 になって い る。

近年の情報 通信 の高度化 ・多様 化 に よ り、暮 らしが豊 か になって い る反面 、情報通

信 の利 用方法 に課題 があ るこ とが うかが える。

情報通信の高度化の好影響(複 数回答)
050%

趣味 。教 養 の範 囲が

交際 範囲 が拡 大 した

f士事 をよ り能1弩白勺に

情報通信の高度化の悪影響 (複数 回答)

50%

画 一 化 が 進 ん で い る

情 報 に追 い立 て られ 、
ゆ と りが な く な っ た

蒸 族で過 ごす時間 が

非 イ予を増 一長して い る

知 識 に偏 りが 生 じて

人づ き合 いが 悪 く な

17.

17.0

15.6

14.5

13,9
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第1節 ユーザー側か らみた情報通信の進展の動向 一

2情 報 の地 域 間格 差 に関 す る意 識

この10年 間 で 、 東 京 と他 の 地域 との情 報 の格 差 の 変化 につ い て は、過'卜数 の 者(59 .

9%)が 縮 まっ た と答 えてお り、 広 が っ た と答 えた者 の割 合(9.2%)を 大 き くL[rlIっ て

い る。

情 報 が 地 域 間 で 格差 を生 じて い る原 因 につ い て は、 「情 報 が 東 京 に集 中 して い る」を

挙 げた者 の割 合 が46.9%と 最 も高 く、「地 域 に よ っ て視 聴 で き るテ レビ放送 や ラジ オ放

送 の チ ャ ン ネル 数 が 少 な い」(26.3%)、 「地 域 に よっ て購 入で きる新聞 や 雑 誌 の種 類 が

少 な い」(11.4%)な どの順 にな っ て い る。

情 報 の地 域 間 格差 を是 正 す るた め に、 国 や地 方 公共 団体 に対 して望 む こ とにつ い て

は、 「さ まざ ま な情 報 通 信 サ ー ビ スを利 用で き るよ うにす る」 を挙 げ た者 の割 合 が25.

8%、 「地 域 に密 着 した情 報 の流 通 の促 進 」が23.8%、 「国 や地 域 の行政1青報 の積 極 的

な提 供 」が21.5%と 高 く、以 下 、 「地 域 の情 報 を発 信 した り、東 京 な どの情 報 を入 手 で

きるよ うにす る」(18.5%)、 「東 京 な どの情 報 を リアル タ イム で 入手 で き る よ うにす

る」(13.3%)の 順 にな っ て い る。

0

情報の地域格差の原因 (複数回答)
50%

情報の地域間格差是正のために望むこと (複数回答)

4〔lu

一」
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一 弔4草10年 間 のi青報通 信 のあゆ み

第2節 サプライヤー側か らみた情報通信の進展の動向

我 が国の これ まで10年 間の情報通信 の進展 につ いて、情 報通信サ ー ビスの提 供者 の側面 か ら概

観 ・分析 す る。

1事 業者数の動 向

この10年 間の電気通信分野、放送分野 にお ける事業者 の参 入等 の動 向 を振 り返 る。

(1)電 気通信分野

電気通信分野 にお いては、昭和60年 の電気通信制度 の改革 によ り、新 たな者 が電気通信事業者

として電気通信分野 に参入で きるようにな り、現在で は2,000社 以上 の事業者 が電気通信分野への

参入 を果 してい る。

ア 第 一種電気通信事業者

第一種 電気通信事業者 について、電気通信分野の 自由化が導 入 された昭和60年4月 には、NT

T、KDDの2社 であ ったが、昭和60年 以降、新 た に長距 離系新事 業者3社 、地域 系新事業者11

社、国際系新事業者2社 、衛星 系新事業者2社 、移動体 新事 業者82社 が参 入 し、7年3月 末現在の

第一種 電気通信事業者 は、NTT、KDDを 含め111社 と大幅に増 加 した(第1-4-2-1図 参照)。

第1-4-2--1図 第一種電気通信事業者の参入状況
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第2節 サプライヤー側か らみた情報通信の進展の動向一

また、個別分野 の参 入状況 を見 る と、特 に移動通信 分野 にお け る新規事業者の参入が顕 著であ

る。 このよ うに移動通信分野で の新規参 入が 多いの は、全国 を複数ブ ロ ックに分 けてサー ビス提

供す るとい う固有の事 情 もあ るが、移動通信 に対す る需要の増 大 と、 それ に対す る適 切な制度改

正等が背景 にあ る と考 えられ る。昭和61年 に技 術基準 が改正(大 容量 の 自動車電 話、文字表示等

高度な機能 を持 った無線 呼出 しの導 入等)さ れ、昭和61年 以降、無線呼 出 しサ ー ビスを提供す る

事業者が、少 し遅 れて携帯 ・自動車電話サー ビスを提供 す る事業者が新 たに参入 を始 めた。また、

6年 にPHS事 業化の方針が発表 され、6年 以降、PHSサ ー ビスを提供 す る事業者が新 た に参

入を始めた。

イ 第二種電気通 信事業者

第二種電気通信事業者 について、電気通信分野 の 自由化が導 入 された昭和60年4月 には、特別

第二種電気通信事業者 として登録 を した事業者 は5社 」)、一般 第二種電気通信事業者 として届 出

をした事業者 は85社 で あったが、昭和60年 以降、新 たな事業者の活発 な参 入 によ り、7年3月 末

現在 には、第二種 電気通信事業者 の うち、特別第二種 電気通信事業者 として登録 を した事業者 は

44社、一般第二種 電気通信事業者 として届 出を した事業者 は2,063社 と大 幅 に増加 した(第1-4

-2-2図 参照)。

第1-4-2-2図 第二種電気通信事業者の参入状況

2500
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姦
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ロー般 第二種事業者

ロ特 別第二種事業者

　 　　 　　 　ヨ 　 　 ヨ 　 ら 　 　

年(4/1現 在)郵 政 省 資 料 に よ り作 成

(注)こ れ ら5社 が特 別 第二種 電気 通信 事業者 として登録 されたの は、昭 和60年4」11911で あ る。
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一 第4章!0年 間の情報通信のあゆみ

ウ 電気通信事業者の地域別動向

第一種 電気通信事業者及 び第二種 電気通信事業者 の地域別 の本社所在地 につ いて昭和60年 度 と

6年 度 を比べ る と、全体 として東 京への集 中が見受 け られ る ものの、昭和60年 度 には東京 に本社

を置 く事業者が全事業者の44.4%で あった ものが、6年 度 には31.7%と な り、東京 への一極集中

は徐 々に解消 され ている(第1-4-2-3図 参照)。

第1-4-2-3図 電気通信事業者の地域別本社所在地の推移
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また・昭和60年 度 と6年 度 を比べ て事業者数 の伸 びが著 しい地域 は四国(27 .1倍)、 関東(17.4

倍)・ 近畿(ユ4・9倍)で あ る・一方・伸 びが小 さい地域 は信越(5 .5倍)、 東 京(7 .3倍)で あ る。

(2)放 送分野

放送分野 においては・昭和60年 以前 か ら既 に民 間の事業者 によ り放送 が行 われて い るが
、その

後の制度改正や技術 開発等 によ り新 たな事業 者が参入 を果 た して い る。

地上 系放送事業者 は・昭和60年4月 にはNHK及 び放送大 学学園 を含 め140社 で あったが
、7年

3月 末現在で は205社 となった。

また・衛星 系放送事業者 の うち・放送衛星 を利 用 した事業者 は、2年 度 よ り民 間放送事業者2

社 が参 入 してい る・ さ らに・通信衛星 を利用 した事業者 は、2年 度 よ り民間放送事業 者4社 が参

入 し・7年3月 末現在で は16社 となった・衛星 系放送事 業 者が新 た に参 入 した背景 には
、2年 に
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第2節 サプライヤー側からみた情報通信の進展の動向_

放送 衛星3号 一a(BS-3a)、3年 に放 送 衛 星3号 一b(BS-3b)が 打 ち一Lげ られ た こ と

と、元年 の 放送 法 の改 正 に よ り、 通信 衛星 を利 用 す る放送 が 可能 となっ た こ とが あ る。

また、都 市 型 ケ ー ブル テ レビ事 業者 は、7年3月 末現 在で は163社 と大 幅 に増 加 した(第1-4

-2-4図 参 照) 。

第1-4-2-4図 放送事業者の参入状況
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郵 政 省 資 料 に よ り作 成

2料 金の低廉 化の動向

この10年 間の電気通信分野 にお ける料金の低廉 化の動 向 を振 り返 る。電気通信分野 にお いては、

昭和60年 の制度 改革 によ り、新規事業者 による活発 な参 入が見 られ、事業者 間の競争 による料金

の低廉化が著 しく促進 した。

国内電話サー ビス料金の低廉 化 につ いて、東 京一大阪 間(3分 間、平 日昼間)の 通話料 金 を見

ると、昭和60年4月 には400円(NTT料 金)で あった ものが、7年3月 末現 在では180円(NT

T料 金)と な り、 この期間 に料金 は55.0%引 き下 げ された。

国際電話サー ビス料金の低廉 化 につ いて、 日本 一アメ リカ間(3分 間、昼間)の 国際 自動ダ ィ
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一 第4章!0年 間の情報通信のあゆみ

ヤ ル 通 話料 金 を見 る と、昭 和60年4月 に は1,530円(KDD料 金)で あ っ た もの が 、7年3月 末

現 在 で は600円(KDD料 金)と な り、 この期 間 に料 金 は60.8%引 き下 げ られ た。

国 内専 用 サ ー ビ ス料 金 の低廉 化 につ い て、 東 京 一大 阪 間(64kb/s)の 月額 使 用料 金 を見 る と、

昭 和60年4月 に は1,100,000円(NTT料 金)で あ っ た もの が 、7年3月 末 現 在 で は345,000円

(NTT料 金)と な り、 この期 間 に料 金 は68.6%引 き下 げ られ た 、

携 帯 ・自動車 電 話サ ー ビ ス料 金 の低廉 化 につ い て、月額 基 本 使 用料 金 を見 る と、昭 和60年4月

に は30,000FIJ(NTT料 金)で あ っ た もの が 、7年3月 末 現 在 で は8,400円(NTTDoCoMo

料 金)と な り、 この期 間 に料 金 は72.0%引 き下 げ られ た(第1-4-2-5図 参 照)。

第1-4-2-5図 料金の低廉 化の状況(電 気通 信分野)

(D竃 話(東 京 一大阪間(3分 間、平 日昼 間)の 場合)

凡例[==コ:NTT[=コ:新 事業者
(△55.Oqo)

400円

180円170円

昭和60.4,1平 成5.10.19平 成5.11.4

NTT料 金NTT料 金 新事業 者3社 料 金

(2)国 際電話(日 本 一アメリカ 国際 自動 ダイヤ ル通話(3分 間、昼間)の 場合)

凡例[=コ:KDD[=コ:新 事 業者

(△60,8%)

1,530円

600円580円

昭 和60.4.1平 成6.12.1平 成6.12.22

KDD料 金KDD料 金 新 事 業 者2社 料 金

(3/国 内 専 用 回 線(東 京 一 大 阪 間(64kb/s)の 場 合)

凡 例[コ:NTT[=コ:新 事 業 者

(△68.696)

1,100,000円

345,000円314000円

昭 和60.4.1平 成6.2.1平 成6.4.l

NTT料 金NTT料 金 新 事 業 者3社lll金

(4/自 動 車 電 話 〔基 本 使 用 料 〔月 額)の 場 合(H6.3.31ま で は 回 線 使 用 料))

凡 例[=コ:NTT[=コ:新 事 業 者
(△72 .0妨o)

30,000円

8400円7500]]7300

昭 和60・4・1端 末 機 平 成6・12・1'「 成6.12.1

NTT料 金 売 り切 り制NTTDocoMo料 金 新 事 業 者1/:1金

導 入

平 成6.41

テシタル新事 業者
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第2節 サプライヤー側か らみた情報通信の進展の動向一

3サ ー ビス等の多様化の動向

この10年 間の電気通信 分野、放送分野、郵便分野 にお け るサー ビス等 の多様化の動向 を振 り返

る。

(1)電 気通信分 野

電気通信分 野 にお いて は、昭和60年 の制度改革以 降の事業者間の競争 によ り、料金の低廉 化だ

けでな く、サー ビス等 の多様化 も著 しく進展 し、利用者の利便1生は大い に向上 した。

昭和60年 の電気通信 の 自由化前後の新 サー ビス及び料金割 引サ ー ビスの年度別 の開始件数 を比

較す ると、 自由化前 は13件 で あった ものが、 自由化後 は51件 とな り、サ ー ビス開始 件数の うえか

らも多様化 の進展が うかが える(第1-4-2-6図 参照)。

第1-4-2-6図 サービス等の多様化の状況(電 気通信分野)
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(注1)件 数 は、 国 内 、 移 動 及 び 国 際 電 気 通 信 事 業 者 の 合 計 。

(注2)6年 度 は 、6年4月 ～121」 まで の 件 数 。
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

また、昭和60年 以 降の国 内電気通信及 び国際電気通信分野 にお け るサー ビス ・料金 割引サービ

スの多様化 の例 は、第1-4-2-7表 の通 りで あ る。 この表 か らも分 か る様 に、既 存 の事業者

と新 規参入事業者 は競争 を通 じて、多様 化す るユーザ ーニーズ に対応 した様 々 なサー ビス、料金

割 引 き制度が行 われ てい る。

国 内電気通信分 野で の多様化事例 としては、新サー ビスの提供例 として、 フ リー フォンサービ

ス(昭 和60年)、 ダ イヤル インサー ビス(昭 和60年)、 伝言ダ イヤルサー ビス(昭 和61年)、ISD

Nサ ー ビス(基 本 インタ フェー ス:昭 和63年 、一次群速度 インタ フェー ス:元 年、パ ケ ッ ト通信

モー ド:2年)、 オ フ トー ク通信サー ビス(昭 和63年)、 ダ イヤルQ2サ ー ビス(元 年)、 高品質映

像伝送サ ー ビス(2年)、 ハ イビジ ョン映像伝送 サー ビス(2年)、 電話投 票サ ー ビス(5年)、 大

量i青報提供サ ー ビス(5年)、 迷惑電話防止サー ビス(6年)、VPNサ ー ビス(6年)、 フレーム

リレーサ ー ビス(6年)等 が あ る。 また、料金 の多様化例 として、通 話料の土曜 日割 引サービス

(昭和61年)、 通話料 の深夜割 引サ ー ビス(2年)、 専用サ ー ビスの高額利 用割引サ ー ビス(4年)、

通言辞 斗の夜 間 ・休 日時 間帯 月極 割引サー ビス(4年)、 全時 間帯 月極割 引サー ビス(5年)、 通話

先指 定月極割 引サ ー ビス(6年)等 が あ る。移動通信分野 につ いては、新 サー ビスの提供例 とし

て、携 帯電話サ ー ビス(昭 和63年)、 デ ジタル データ伝送サ ー ビス(元 年)等 が あ り、料金 の多様

化例 として月極通言刮斗金割 引サ ー ビス(4年)、 選択 二部料金 制(6年)等 が あ る。

国際電気 通信分 野で の多様化事例 としては、料金 の多様化例 として、夜間休 日時 間選択料金サ

ー ビス(2年) 、宛先限定型割 引サ ー ビス(6年)等 が、新 サー ビスの提供例 として、国際高速デ

ジタル専用回線 サー ビス(昭 和61年)、 国際 テ レビ会議 サー ビス(昭 和61年)、 一般 用国際 テレビ

ジ ョン伝送サー ビス(昭 和62年)、 自動 ク レジ ッ トカー ド通話(昭 和62年)、 国際ISDNサ ービ

ス(元 年)、 国際VPNサ ー ビス(電 話:3年 、ISDN音 声:4年 、同 回線交換:6年)、 国際

フレー ム リレーサー ビス(6年 、試験)等 が あ る。

(2)放 送分野

昭和60年 以 降の放送分野 にお ける多様化 の例 は、第1-4-2-7表 の通 りで あ る。この表か

らも分 か る様 に、多様 化す るユーザ ニーズ に対応 して多メデ ィア化が進展 してい る。

放送分野で の多メデ ィア化例 として、文字放送 は昭和60年 か ら実用化放送 が始 ま り、現在 まで

にニュー ス、天気予報、道路交通1青報、株式 市況、行楽地 案内等 の多様 な番組 が放送 されている。

また、FM多 重放送で は、昭和63年 か らFM放 送 の電波 のす き間 を利 用 して別 の音声 放送 を行う

音声 多重放送等が始 まった。 また、中波 ステレオ放送 は、4年 か ら首都圏 お よび近畿 圏で放送が

開始 された。 また、放送衛星 を利 用 した テレビジ ョン放送 につ いては、2年 か ら民 間放送事業者

による有料放送 が始 まった。 また、通信衛星 を利 用 したテ レビジ ョン放送、PCM音 声放送 は、

4年 か ら放送 が開始 された。また、ハ イビジ ョン放送 は、元年 か らNHKに よ り定時 実験 放送が
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第2節 サプライヤー側からみた情報通信の進展の動向一

第1-4-2-7表 電気通信分野、放送分野、郵便分野のサービス等の多様化の状況
一

電気通信分野 放送分野 郵便分野
国内電気通信 国際電気通信.

昭和60年 簡易会議電話サービス

ショルダーホンサービス

ニ重番号サービス

ダイヤルインサービス

フリーフオンサービス

文字放送 コンピュータ発信型電子郵便サービス

超特急郵便サービス

SAL小 包郵便サービス

一
昭和61年 通話料の土曜日割引

伝言ダイヤルサービス

料金着払い自動通話サービス(日本着)

国際高速デジタル専用回線サービス

国際テレビ会議サービス

全国民放テレビ4波 化チャンネルプラン決定 普通小包郵便物に対する損害賠償制度

電子郵便物の端末引受

配達日指定郵便サービス一

昭和62年 携帯電話サービス 料金着払い自動通話サービス(日本発〉

国際電話専用設備

自動クレジットカード通話
一般国際テレビジョンサービス

FM多 重放送

都市型ケーブルテレビ開局

配達地域指定郵便

巡回郵便サービス

即日配達郵便サービス

広告郵便物の料金割引制度

昭和63年 ISDNサ ービス(基本イン夘エース)

オフトーク通信サービス

秘話サービス(携帯・自動車電話)

第三者課金通話

携帯・自動車電話からの国際電話提供

小包郵便物及び国際ビジネス郵便

追跡サービス

平成元年 ISDNサ ービス(一次群速度インタフェース)

ダイヤルQ2サ ービス

着信短縮ダイヤルサービス

留守番電話サービス(携帯・自動車電話〉

デジタルデータ伝送サービス

海外でのクレジットカー ド通話

国際ISDNサ ービス

ハイビジョン定時実験放送

スペースケーブルネット開始

特急郵便サービス

小包郵便物の月聞割引制度
カタログ小包郵便物制度

聴覚者障害用小包郵便物制度

平成2年 ISDNサ ービス(ハ。ケットモード)

通話料の深夜割引

(加入電話,携 帯・自動車電話)

フリーダイヤルの大口割引

高品質映像伝送サービス

ハイビジョン映像伝送サービス

夜間休日時問選択料金サービス 有料衛星放送(民問放送事業者)

平成3年 音声蓄積サービス 国際VPNサ ービス(電話)

航空衛星電話

回線単位割引サービス

請求書単位割引サービス

ハイビジョン試験放送

中波ステレオ放送

料金後納郵便物の他局差出制度

平成4年 夜間・休 日時間帯月極割引サービス

高額利用割引サービス(専用サービス〉

月極通話料金割引サービス

鵬 帯・自動車電話)

Pカ ードフォン

国際VPNサ ービス(ISDN音声)

通信衛星を利用した

テレビジョン放送、PCM音 声放送

コミュニティ放送

社会福祉事業のための寄附金を内容とする

郵便物の料金免除制度

平成5年 大量情報提供サービス

電話投票サービス

全時間帯月極割引サービス

平成6年 VPNサ ービス

迷惑電話防止サービス

選択二部料金制(携帯・自動車電話〉

夜間・土日祝限定利用サービス

(携帯・自動車電話)

回線群単位の全時間帯月極割引

通話先指定月極割引サービス

A別専用回線サービス(試験)

フレームリレーサービス

宛先限定型割引サービス

国際VPNサ ービス(ISDN回線交換)

国際フレームリレーサービス(試験)

ハイビジョン実用化試験放送

外国語FM放 送

FM多 重放送

電子郵便物の三日前差出し料金の設定

(注)また、昭和60年以降のサービスの統合、廃止等の状況は以下の通 りである。

電気通信分野 放送分野 郵便分野

国内電気通信 国際電気通信

昭秘0年

堅秘1年
昭和62年

躍和63年

平成元年 国際オー トメックスサービスの廃止
一〉企業通信ネットワークサービスに

統合

平成2年

平成3年
平成4年

夜間電報の廃止

国際ディジタル回線交換サービスの廃止
一〉国際総合ディジタル通信サービス

等へ移行

さくらめ一るの くじの廃止

平成5年

平成6年 国際航空データ通信サービスの廃止
一〉国際航空無線データ設備専用サービ

ス及び国際専用回線サービスにより

同様のサービスを提供

国際高速データ伝送サービスの廃止
一〉国際総合ディジタル通信サービス

等へ移行

ます目入り葉書の廃止

区分配達サービスの廃止

受取希望者あて名記載サービスの廃止

はあとレタックスの廃止

ふるさと情報提供サービスの廃止

一〉活き活き情報交流サービスに統合
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

3年 か ら㈹ハ イビジ ョン推 進協会 によ り試験放送 が6年 か ら実用化 試験 放送 が開始 された。

また、放送 分野で の料金割 引サ ー ビス例 として、 通信衛星 を利用 した テ レビ ジ ョン放 送 にっい

ては、5年 か ら複数事業者 と契約 す る際 の視聴料 の割 引制 度が導 入 されて い る。

(3)郵 便分 野

昭和60年 以降 の郵 便分 野 にお け るサー ビスの多様化 の例 は、第1-4-2-7表 の通 りである。

4生 産 と雇用の動向

ここで は、産業連 関表等 によ り、情報通信産業(注)の生産 と雇用 の進展 の歩 み を とらえ、昭和60

年以降の情報 通信 産業 の国内生産額、雇用者数等 の動 向 を振 り返 る。

(1)情 報通信産 業の国内生産額の動 向

我が国経済 の国内生産額 を推計 す る と、昭和60年 には670兆9,785億 円で あ った ものが、3年 に

は906兆9,061億 円 とな り、この期 間 に35.2%増 加 した。一 方、情報通信産業 の国 内生産額 を推計

す る と、昭和60年 には54兆8,692億 円(国 内生産額 の8.2%)で あ った ものが、3年 には94兆3,157

億 円(同10.4%)と な り、 この期間 に生産額 はラL9%増 カルし、我 が国 全体 の国 内生産額 に比べて
一一一ゴ'⊃

高 い伸 び とな っ て い る(第1-4-2-8図 参 照)。

第1-4-2-8図 情報通信産業の国内生産額の推移
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郵政省資料・「犀業連関表」(総務庁)・ 「延長産業連関表」(通 商産業省)等 によ り作成

(注)情 報通信産業の国内生産額は、郵政省の推計値である。

我が国全体・情報通信産業の伸びは・郵政省の推計値か ら、昭和60年 を100と して指数化 し
た もの。
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第2節 サプライヤー側か らみた情報通信の進展の動向一

また、情報 通信 産業の個 別部 門の国内生産額 につ いてみ る と、特 に情報 ソフ ト業 の国内生産額

墾 びが大 きい(第1-4-2-9図 参 照)。

第1-4-2-9図 情報通信産業の個別部門の国内生産額の堆移
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郵 政 省 資 料 、 「産 業連 関 表 」(総 務 庁)、 「延 長産 業連 関 表 」(通 商 産 業 省)等 に よ り作 成

(注)情 報 通 信 産 業 の 各 部 門 の 国 内生 産 額 の伸 び は 、 郵 政 省 の 推 計 値 か ら、昭 和60年 を100と して指 数 化 した

もの 。

(2)情 報通信産業の雇用の動向

我が国の総雇用者数 を推計 す る と、昭和60年 には4,619万 人であった ものが、3年 には5,357万

人 とな り、 この期 間 に16.0%増 加 した、一 方、情報通信産業の雇用者 数 を推計す る と、昭和60年

には307万 人であ った ものが3年 には388万 人 とな り、この期 問 に雇用者数 ほ26.5%増 加)し、我

が国の総雇用者数 に比べ て高 い伸 び となって いる(第1-4-2-10図 参照)。

また、情報 通信産業 の個 別部 門の雇用者数 につ いてみ る と、特 に情報 ソフ ト業 の雇用者数の伸

びが大 きい(第1-4-2-11図 参照)。
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一 第4章10年 間の1青報通信のあゆみ

第1-4-2-10図 情報通信産業の雇用者数の推移
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我が国全体、情報通信産業の雇用者数の伸びは、郵政省の推計値か ら、昭和60年 を100と して指数化

した もの。

第1-4-2-11図 情報通信産業の個別部門の雇用者数の推移
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第2節 サプライヤー側か らみた情報通信の進展の動向一

コ ラ ム6

放 送 サ ー ビス この10年 の 歩 み

放送サー ビスにつ いて は、昭和60年 以前、通常の テレビジ ョン及び ラジオ放送、ケ

ーブル テ レビの ほか には、解説放送(昭 和58年 、 あ る民放が ドラマの解説 を付加)、B

Sの 試験放送(59年5月 か ら難視聴解消 を目的 にNHKが 放送 開始)等 が あった。

この10年 間 において、下表 の よ うに、放送サー ビスの多様化が図 られ、重大事件発

生や大 きな イベ ン ト等の際 には、 メデ ィア特1生を生か した放送 が実施 された。

年度 主 な重大事件、 イベン ト等 放送 に関す る トピックス

S60 8日 航 ジャンボ機の墜落事故

11阪 神 タイガース優勝

9緊 急警報システム導入

12文 字多重放送の本放送順次開始

(字幕放送の開始)

S61 5英 国皇太子夫妻の来 日

11伊 豆大島三原山の噴火

S62 4国 鉄民営化(JRの 発足)

10利 楓li教 授、 ノーベル賞受賞

7NHKのBS放 送で、衛星独 自の番

組放映 が開始(衛 星第一)

S63 7遊 漁船 と自衛 隊潜水艦 の衝突

9ソ ウルオ リンピック

1昭 和天皇崩御、平成 に改元

7～FM音 声多重放送が順次開始

9ハ イビジ ョンの五輪放送 の実験

3ハ イ ビジ ョン ・シテ ィモ デル都 市

の第一次指定

H1 4消 費税 スター ト

6中 国の天安門事件

11ベ ル リンの壁 崩壊

6NHKのBS放 送の本放送開始

(8月 か ら受信料徴収開始)

6ハ イビジョン実験放送開始

8ク リアビジ ョンの本放送開始

H2 6礼 宮 さ ま御成婚

10東 西 ドイッ統一

11即 位 の礼

1湾 岸戦争勃発

11JSBの 開局(BSテ レビジョン放送)

12SDABの 開局(BS-PCM音 声

放送)

H3 3～ 大相撲の 「若貴」ブー ム

6雲 仙普賢岳の噴火、火砕流被害

8～ ソ連で政 変、新体制樹 立

4JSBの 有料放送開始

9SDABの 有料放送開始

11ハ イビジョン試験放送開始

3～ 中波 ステレオ放送が順次開始

H4 4～PKO協 力法 成立、海外派遣

7バ ルセ ロナオ リンピック

9毛 利 さん スペー スシャ トル搭乗

4～CS放 送が順次開局(CSテ レビジ

ョン放送、CS-PCM音 声放送)

(有料 放送は5月 か ら順次開始)

7五 輪の共同取材 ・中継(NHK・ 民放)

12～ コ ミュニ ティ放送が順次開局

H5 6皇 太子御成婚

7北 海道南西沖地震、滴 皮被害

9CSテ レビジ ョン放送 にセ ッ ト割

引料金導入

H6 夏 記録的猛暑、水不足の深刻化

7向 井 さんスペー スシャ トル搭 乗

7～ ルワンダ内戦、多数の難民発生

1阪 神 ・淡路大震災

11ハ イビジ ョン実用化試験 放送 開始

(NHK・ 民放6社)

』
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

第3節 情報通信の進展 をめ ぐる新たな変化

前2節 で みて きた よ うに、情報通信 の利 用が進展 し、サ ー ビス も多様 化す るの に伴 い、教育 ・

医療 ・行政等 の社会 の様 々 な分野で、情報通信 の利用 を積極 的 に進 めてい る事例 が登場 し、利用

者 の利便性 が向上 されて いる。

また、情報通信 の利 用が拡大 す る とともに、 これ まで は想定 され なか った よ うな新 たな問題 も

生 じて きている。

ここで は、 この よ うな情報通信 の進展 に伴 い、現 れは じめた新 しい事例 を紹 介 しなが ら概観す

る。

1情 報通信の高度 利用

(1)遠 隔教育

カナダの ニューブ ランズウィ ック州 にお いては、 テレエ デュケー シ ョン と呼ば れ るネ ッ トワー

クを利用 した遠隔教 育が既 に実施 されてい る。

同州で は、図書館 、 コ ミュニ ティセンター、病院、学校及 び民間企 業 の提供 す る場 所等 を利用

して、州 内 に約50か 所 の遠隔教育拠点 を設 け、同州 の大学等 の教 育施 設 と電話回線で結 んで いる。

各遠 隔教育拠 点 には、 テレビ会議 システム、パ ソコン等 を設置 してお り、学生 は、 これ らの設備

を利 用 して、大学等 が提供 してい るこの遠隔教 育用 に用意 された遠隔教 育プ ログ ラム に身、ッ トワ

ー クを介 して参加で きる仕組 みになってい る
。授業 は、教 師側 が作成 したグ ラ フィック スに音声

で解説 を加 え、生徒 は授業 内容 に対す る質問や コメン トをパ ソコンに付 いてい る入力用 キーパ ッ

ドを使用 して伝送 しなが ら、双方向的 に進 め られ る。

提 供 され るプ ログ ラム としては、看護学 の学士取得 コー ス、 コンピュータ技 術の取 得 コー ス等

が あ り、1994年2月 現在で98コ ー スが提供 されて いる。

これ らの コー スの提 供 に当たっ ては、 カナダ政 府 及 び同州 が、経 費の半分 を1コ ー ス当た り

75,000ド ル を限度 として補助す るこ ととなっている。

同州で は・1994年5月 現在で約861人 の学生 が この遠隔教育 システムを利 用 してい る。

(2)遠 隔医療

米国 テキサ ス州で は・1991年4月 か ら・テキサ ス ・テ レメデ ィシン ・プ ロジェ ク トと呼 ばれる

へ き地 にお ける医療 を支援 す る遠隔医療 サー ビスが実施 され てい る
。

このサー ビスで は・テキサ ス州 オー スチ ンの州立病院 を含 む3つ の医療機 関 とオー スチ ンか ら

56マ イル離 れた人 「i約4・000人のギデ ィング スの4つ の診療機 関 との間 を光 ファイバ
、無線等で
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第3節 情報通信の進展をめぐる新たな変化 一

結び、テレビ会議 システムを利 用 して、腎臓病、心臓病 、神経病 、肺疾 患、泌尿 器疾患等の患 者

に対す る医療サ ー ビスを行 って い る。

ギデ ィング スにお け る診療機 関の一 つで あ る透析 セン タで は、腎臓の 人i透 析 を地域 の患 者に

対 して行 ってい るが、透析 用の機器 を患 者か ら外 す前 に、遠隔医療 システムの テレビ会議 システ

ムを利用 して、 オー スチ ンの腎臓病 の 惇門 医の診察 を受 けてい る。 これ によ り、患 者の容体 を確

認 し、異常があ る場合 は処置 及び専門の病 院への移送 の指 示等 を受 けるこ とが 可能 となってい る。

従来 は、 オー スチンの 腎臓病の専門医 は、ギデ ィング スへの往復時 間 を含めて7時 間をか けて人

エ透析の診療 を行 っていたが、現在で は、 テレビ会議 システムによ る診察 を行 うこ とによ り、移

動等の時 間を1日6時 間削減 す るこ とが可能 とな り、その時間 を外来患 者の診療 や往診等 に充て

ている。

この遠隔医療 サー ビ スによ り、専門医の不足 す るへ き地 にお いてレベ ルの高 い医療 が受 け られ

ることに加 え、患者の移動や医師 の往診等 の削減 によ り、従 来の医療サ ー ビスに比べ医療 にかか

る費用が14～22%低 下 してい る。

(3)行 政サ ービス

シンガ ポール においては、NCB(国 家 コンピュー タ庁)が 中心 となって、IDネ ッ トと呼ば

れる各省庁間のネ ッ トワー ク化 が進展 してお り、 これを利 用 した 「ワンス トップ住所 変更報告サ

ービス」 と呼ば れ る行政 サー ビスが提供 されてい る。

シンガ ポールで は、住所 を移転 した際 に、国家登録 庁 また は最 寄 りの交番 に住所変更 の届 け出

をす るこ とが義務 づ け られ てい るが、一度 申告す れば、省庁間のIDネ ッ トを通 じて関連の通信

省、保健省、教 育省等 の省 庁や年金基金 に情報が伝送 され て、一 か所で手続 きを終 了 させ るこ と

がで きるようになってい る。

このため、 自動車登録 や年金基金 の住所登録等 な ど、複数の機 関 に出向いて手続 きをす るこ と

が必要 な くなって い る。

また、マ レイシアにお いては、MAMPU(マ レイシア行政近 代化 ・管理計 画局)が 中心 とな

って、郵便 局 に設置 された コンピュー タ ・ネ ッ トワー クを利 用 した行政 窓 ロサー ビ スの開発が進

められている。 ここで は、道路運送省 が主管 す る運転免許の更新 につ いて、1993年8月 か ら実験

を開始 し、1994年5月 か らは全国49の 郵便 局で行 えるよ うになっ てい る。

2情 報通信の利用 をめ ぐる諸問題

(1)情 報セ キ ュ リテ ィ

情報通信ネ ッ トワー ク利 用の進展 によ り、ネ ッ トワー クにつながった コン ピュー タに不IEに ア

クセス して、情報 を不正 に入手 した り、破壊 した りす る事例 が頻 発 してい る。
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一 第4章10年 間の情報通信のあゆみ

カー ド番号 と暗証 番号 を用 いて、料 金後払 いで国 内外 との通話 に利 用で きる国際 電話 カー ドを

め ぐ り、ネ ッ トワー クを介 して情 報が不正 に入手 され悪 用 され る事件 が発生 して いる・米国及び

欧州等 にお いて、他 人の カー ド番 号 と暗証番 号 を電話 回線 に接続 したパ ソコンか ら不正 に入手 し、

これ をパ ソコン通信 の電子掲示板等で売買す る とい うもので、 電話会社等 に多大 な損害 を与 えて

いた。

また、国内 にお いて も、6年 にKDDの 国際電話 回線 にパ ソコンか ら不正信号 を送 り、通話料

金が計 算 されないよ うに工作 して、料金 を支払 わず に国際電話 を使 用 した事 件が 発生 している。

② 著作権 の侵 害

パ ソコン通信や インターネ ッ ト等 の コンピュー タネ ッ トワー クが 発達 す るに伴 い、 コンピュー

タ上 の ソフ トを不正 に入手 した り、複製 した りす る事例が増加 して いる。

米 国 において、パ ソコン通信 の電子掲示板 にデ ジタルデー タ化 された音楽 作品が掲 載 されたこ

とによ り、500以 上 の音楽作品の著作権 が侵害 された とす る訴訟が1993年 末 に起 こされている。

この訴訟で は、同事業者 の音楽関係 の電子掲示板 にMIDI〔 「D方式で デ ジタル化 された音楽作

品が掲載 され、容 易 に入手 ・複製 されて利 用 されて いた こ とに対 して、対 象 となった掲 示板の運

営 を第三者 に委任 していた同事業者の管理 責任 が問われてい る。同掲示板 のMIDIデ ー タを入

手すれば、 シンセサ イザー等の電子楽器で演奏 した り、 コンピュー タ を使 用 して編 集 ・加工 をす

るこ とが容易 に可能 となっていた。

(3)誹 講(ひ ぼ う)・ 中傷 及びプ ライバ シーの侵害

パ ソコン通信 の利用 の活発化 に伴 い、会 員で あれば誰で もメ ッセー ジを書 き込み、読 む ことが

で きる電子掲示板 や、 テーマ別 に興味 を同 じ くす る会員 は誰で も参加 して情報 交換がで きるフォ

ー ラム ・SIG(SpecialInterestGroup)等 のサ ー ビスの持 つ個 人の情報 発信 を支援 す る機能が

注 目を集 めている。

その一 方で、 電子掲示板及 び フォー ラム ・SIGの サ ー ビスは、 発信 した情報 を会員 という特

定多数 に見せ るこ とがで きる とい う公然性 を持 つ反面 、新 聞 ・雑誌 ・テレビジ ョン等 の メデ ィア

と異 な り、会員 が発信 した情報 を運営者 は事 前 に確 認で きない とい う性格 を持 ってい るため、他

人 を誹誘 ・中傷 す るよ うな記事 が繰 り返 し掲 載 された り、本来 公開 され ていない個 人の住所 ・氏

名 ・電話番号等 の情報 が無断で掲載 され、個 人のプ ライバ シー を侵害 す るよ うな問題 が発生 し始

めて い る。

こうした問題 に対 して、パ ソコン通信の運営者 は、会 員規約 に電子掲 示板等 に書 き込み を禁じ

る事項 や対応 方法等 を明記 して対応 した り、運営者 または フォー ラム ・SIGの 運営 を委任 され

GDMIDI(MusicalII/strumentsDigitalInterface)は ・ 音の 高 さ・ 長 さ 、 音量 の3種 の 情 報 を デ ー タ 化 す る 電 子 楽 器 利 用 の ため

の 標 ・llイン タ フ ェ ー スで 、 こ れ を 利 川 す る こ と に よ り・ 電f楽 器 間 及 び 電 子楽 器 とコ ン ピ ュ ー タ との 相71二接 続 が 可 能 と な る。
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たシステムオペ レー タ等 が掲載 された記事 の内容 によっては、情 報 を掲載 した会 員へ の警告を行

った り、記事の削除等 を行 うな どして対応 して いる。

しか しなが ら、6年4月 には、あ るパ ソコン通信サー ビスの フォー ラムに中傷 記`拝が繰 り返 し

掲載 された として、発信者だ けで な く、運営者 の責任 を問 う訴訟が起 こされて いる。

これ らの問題 につ いては、利 用者 のモ ラルの一層の向L、 マナーやルールの確 、貫11とともに」里営

者の適切 な対応が求 め られてい る。

(4)携 帯電話の不正利用

携帯 ・自動車電話移動機の売 り切 り制が導 入 された6年4月 以降、携帯 ・自動車電話の利用が

急速 に進 んで い るが、 その一方で、携 帯電話 の不 正な利用が 多発 して いる。

特 に6年 夏頃か らは、携 帯電話の購 入時 の加 入契約 に当た り、当初 か ら料金 を免れ るこ とを目

的 として、架 空の名義で 申込み を行 うな どした うえで、携 帯電話か ら国際電話 を多用 し、高額 な

国際電話料金 を滞納 した まま、携 帯電話 を放置 ・廃棄す るな どの悪質 な使用が増加 している。 こ

の ような背景 には、売 り切 り制の導 入、加入時 の費用の大 幅 な低下 に伴 い、携 帯電話の加入が容

易になった こ とがあ る と考 えられ る。

国際電気通信事業者3社 は、6年11月 に、虚偽 の氏名 ・住所等 によ り契約が行 われ ている場合

や、料金 の滞納があ る場 合 に速 やかに通話停止 がで きるよ うサー ビス約款 の変更 を行 うとともに、

7年4月 か らは、 自動車 ・携帯電話 によ る国際電話利用手続 きを、利用者が直接 国際電気通信事

業者 と行 うな どの変更 をす るこ とによ り、被害 の拡大 を防止 す るこ ととしてい る。
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